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物価認識 D.I.値はプラス 62.9 と過去最高値を更新  
～賃金の変動幅は物価上昇より小さいとの認識が 57.4％～  

 

-第４4 回『勤労者の仕事と暮らしに関するアンケート（勤労者短観）』調査結果- 
   

連合総研では、１０月初旬に第 44 回勤労者短観調査を実施しました。今回の調査内容

は、「勤労者の景況感や物価」、「仕事と生活に関する意識」などの定点調査のほか、「労働

時間、有給休暇についての意識と実態」、「労働組合に対する認識」そして「2022 年参議院

議員選挙」などとしました。  

本公表は、首都圏・関西圏の回答者 2,000 人についての分析結果であり、12 月中旬には、

全国版の分析結果を公表する予定です。  

調査結果のポイントは以下のとおりです。なお、調査実施要領は 2 ページ、調査結果の

概要については、3 ページ以降をご覧ください。  

本内容は  HP にも掲載しております。 https://www.rengo-soken.or.jp/work/tankan/ 
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東京都千代田区九段南 2-3-14  靖国九段南ビル５階 

電  話  ０３（５２１０）０８５１  

ＦＡＸ   ０３（５２１０）０８５２  

担当：戸塚・遠坂・石黒・麻生・松岡・伊藤・多田  

ＵＲＬ  http://www.rengo-soken.or.jp  

公益財団法人 連合総合生活開発研究所 

RENGO-RIALS 

報道用資料  
202２年 10 月 31 日  

 《調査結果のポイント》  

１．勤労者の生活と仕事に関する意識・・・・・・・ P3～ 9 

◆ 1 年前と比べ景気認識は悪化。１年後の景気見通しも、前回より悪化認識が強まる。

【図表Ⅰ -1】  

◆物価認識 D.I.値はプラス 62.9 と過去最高値を更新。今後も上昇するとの認識が高い水

準。【図表Ⅰ -3】  

◆全体では「賃金収入の変動幅は、物価上昇より小さい（賃金の増加幅＜物価上昇幅）」と

回答した割合が 57.4%【図表Ⅰ -5】  

２．仕事と生活についての意識と実態・・・・・・ P10～ 14 

◆「仕事と生活のバランス」などの D.I.値が経年で上昇傾向【図表Ⅱ -1】  

◆ＷＬＢがとれている認識は、女性正社員で大きく悪化【図表Ⅱ -2】  

◆キャリアを高めるための機会や支援があるとする割合は、非正社員のいずれの従業員規

模でも低い【図表Ⅱ -5】  

３．労働時間、有給休暇についての意識と実態・・・・・・ P15～ 30 

◆平均実労働時間は全体では横ばい傾向【図表Ⅲ -1】  

◆賃金不払い残業「あり」は１ /４以上、未申告の残業時間平均も増加傾向【図表Ⅲ -9】  

◆上司による明確な業務指示や有給休暇取得の働きかけが不十分と感じている人の割合が

高い。【図表Ⅲ -14】  

◆在宅勤務・テレワークの実施割合は依然としてコロナ前を上回る【図表Ⅲ -19】  

◆従業員 99 人以下企業の約 15％が在宅勤務・テレワーク時の時間を管理していない  

【図表Ⅲ -26】   

◆１か月の所定外労働 45 時間以上層で、年次有給休暇を＜取得しなかった＞割合が５割超

【図表Ⅲ -31】  

４．労働組合についての認識と実態・・・・・・ P31～ 40 

◆全体では労働組合活動により「労働条件がよくなる」「労働者の権利が守られ

る」と認識している割合が約４割【図表Ⅳ -3】                                

◆全体では労働者の権利として「労働組合を作ること」を認識する割合は３割強に

とどまる【図表Ⅳ -12】  

https://www.rengo-soken.or.jp/work/tankan/
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調査実施要項  

調 査 名  勤労者の仕事と暮らしに関するアンケート調査  

調 査 機 関 
公益財団法人 連合総合生活開発研究所 

 （株式会社インテージリサーチに調査委託） 

調 査 対 象 

首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）ならびに関西圏（滋賀県、

京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）に居住する 20～64 歳の

民間企業に雇用されているものを対象に、「平成 29 年就業構造基本調査」

に基づいて、居住地域・性・年代・雇用形態で層化した割り付け基準を作

成した。２ ,０００名の回答を得られるよう、株式会社インテージリサー

チのアンケートモニター登録者へ調査票を無作為に配信した。  

調 査 時 期 202２年（令和４年）10 月 1 日～５日  

調 査 方 法 インターネットによるＷＥＢ画面上での個別記入方式  

回答者の構成 

(首都圏・関西圏 ) 

単位：％、（  ）内は回答者数  

 

 

 

 

 

 

 

※四捨五入により、割合の合計値が 100.0％にならない場合がある。  

調 査 項 目 

１．  定 点 観 測 調 査  

[景気・仕事・生活についての認識 ] 
景気、物価、労働時間、賃金、失業、仕事、生活等に関する状況  
認識について  

[仕事と働き方についての認識 ] 

WLB、働きがい、キャリア支援、家計をまかなえる処遇・賃金  

等に関する意識と実態について  

２．  準定点観測調査（隔回実施）  

 [時間外労働時間の状況と時間管理 ] 

９月の所定外労働時間、不払い労働、労働時間管理に関する状況

認識等について  

年次有給休暇の保有日数等の把握・取得実態等について  

労働時間の把握方法について  

３．  トピック調査 1 

[労働組合に対する認識 ] 

４．  トピック調査２  

  「20２2 年参議院議員選挙における投票行動」  

20２2 年の参議院議員選挙の投票行動、支持政党  

合計 20代 30代 40代 50代 60代前半

100.0 19.8 23.3 28.8 21.2 7.0

(2000) (396) (466) (575) (424) (139)

100.0 18.7 24.2 28.7 21.2 7.2

(1086) (203) (263) (312) (230) (78)

100.0 21.1 22.2 28.8 21.2 6.7

(914) (193) (203) (263) (194) (61)

全体

男性

女性

（注）本調査報告においては、パートタイマー、アルバイト、契約社員、派遣労働者、嘱託を「非

正社員」と呼称しています。  
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Ⅰ 勤労者の生活と仕事に関する意識    

１. 景気、物価に対する意識 

1 年前と比べ景気認識は悪化 
～１年後の景気見通しも前回より悪化認識が強まる～ 

●1 年前と比べ景気認識は悪化。１年後の景気見通しも、前回調査より悪化認識が強まる

（QR２、QR３）  

図表Ⅰ－１ １年前と比べた景気認識と 1 年後の景気見通し（D.I.） 

  

（注）D.I.＝{｢かなり良くなった（かなり良くなる）｣×1＋｢やや良くなった（やや良くなる）｣×0.5＋｢変わらない｣×0

＋｢やや悪くなった（やや悪くなる）｣×(-0.5) ＋｢かなり悪くなった（かなり悪くなる）｣×(-1)}÷回答数

（｢わからない｣「無回答(10年 10 月調査まで)」を除く）×100 

 

●１年前と比べた景気認識は、全ての従業員規模で悪化。99 人以下と 100～999 人で３

期ぶりに悪化し、1,000 人以上は２期連続で悪化している（QR2）  

図表Ⅰ-２ １年前と比べた景気認識（従業員規模別、D.I.） 

 
 （注）D.I.＝{｢かなり良くなった｣×1＋｢やや良くなった｣×0.5＋｢変わらない｣×0＋｢やや悪くなった｣×(-0.5) ＋「か

なり悪くなった」×(-1)} ÷回答数（「わからない」を除く）×100 

△ 28.0

△ 44.8

△ 42.3

△ 24.9

△ 33.1

△ 4.7
△ 5.5

△ 3.3

△ 13.8

△ 10.6 △ 12.5

△ 19.0
△ 14.8

△ 9.4

△ 8.6

△ 5.4
△ 8.2

△ 15.7
△ 22.0

△ 56.9

△ 63.2

△ 52.1

△ 39.3 △ 39.3
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△ 34.3

- 100

- 80

- 60

- 40

- 20

0

20

40

●WEBモニター調査（1年前と比べた景気認識） ○WEBモニター調査（1年後の景気見通し）

     

     

     

     
     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  

 

 

  

  人以下 １  ～   人 １    人以上

１年前と比べた景気認識

D.I.値はマイナス 47.2

と、前回調査から悪化して

いる。 

１年後の景気見通し D.I.

値はマイナス 34.3 と、前

回調査（マイナス 27.3）

に引き続いて悪化するとの

認識が強まっている。 

１年前と比べた景気認識

D.I.値は、従業員規模 99

人以下ではマイナス

51.1、100～999 人では

マイナス 42.7 と悪化して

いる。 

1,000 人以上でもマイ

ナス 45.8 と大幅に悪化し

ており、全ての従業員規模

で悪化している。 
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物価認識 D.I.値はプラス 62.9 と過去最高値を更新 
～今後も上昇するとの認識が高い水準で続いている～ 

●物価認識 D.I.値はプラス 62.9 と過去最高値を更新し、物価は上昇しているとの認識が極めて強

い。今後についても上昇するとの認識が高い水準で続いている（QR15、QR16） 

図表Ⅰ-３ １年前と比べた物価認識と１年後の物価見通し(D.I.)  

 
（注１）D.I.＝{｢かなり上がった（かなり上がる）｣×1＋｢やや上がった（やや上がる）｣×0.5＋｢変わらない｣×0＋｢やや

下がった（やや下がる）｣×(-0.5) ＋｢かなり下がった（かなり下がる）｣×(-1)}÷回答数（｢わからない｣「無回

答(10 年 10 月調査まで)」を除く）×100 

（注２） 第 21 回調査（11 年 4 月）以降の集計対象は 20～64 歳、第 20 回調査(10 年 10 月)以前は 20～59 歳 

 

●男女とも１年前と比べ「かなり上がった」とする割合が大きく増加（QR15、QR16） 

図表Ⅰ-４ １年前と比べた物価認識と１年後の物価見通し（性別）

 

（注１）（ ）内は、回答者数（Ｎ） 

（注２） １年前と比べて物価が＜上がった＞＝「かなり上がった」＋「やや上がった」 

現在と比べて１年後の物価が＜上がる＞＝「かなり上がる」＋「やや上がる」 

7.3

23.0 22.2 22.5
16.1

21.7

33.4
38.9

52.3

52.2 45.8

39.5

32.2

30.0 31.0
37.0

36.8

39.9

39.1

33.6

30.2

28.1

35.8

52.2

62.9
54.0

-40

-20

0
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40
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100

●WEBモニター調査（1年前と比べた物価認識） ○WEBモニター調査（1年後の物価見通し）

41.3

54.3

28.9

30.5

34.5

27.9

44.4

47.4

20.0

11.1

19.8

12.6

1.3

1.9

2.4

2.2

0.8

1.3

0.5

0.2

2.1

3.6

4.1

7.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性(1086)

女性(914)

男性(1086)

女性(914)

1年
前
と
比
べ
た
物
価

１
年
後
の
物
価
見
通
し

かなり上がった（かなり上がる） やや上がった（やや上がる）

変わらない やや下がった（やや下がる）

かなり下がった（かなり下がる） わからない

１年前と比べた物価

認識 D.I.値はプラス

62.9 と、過去最高値を

更新した。 

１年後の物価見通し

D.I.値はプラス 54.0

と、前回調査（プラス

54.5）と同水準で、引

き続き物価が上昇して

いくとの認識が強い。 

１年前と比べた物価認

識を性別でみると、物価

が＜上がった＞とする割

合は、男性 75.8%、女性

82.2%と、前回調査（男

性 72.6%、女性

79.2％）から若干の増加

であったが、「かなり上

がった」とする割合は男

性 41.3%、女性 54.3%

と、男女とも前回調査

（男性 27.8%、女性

30.6%)から大きく増加し

ている。 
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●全体では「賃金収入の変動幅は、物価上昇より小さい（賃金の増加幅＜物価上昇幅）」

と回答した割合が６割弱（57.4％）（QR17）  

図表Ⅰ-５ １年前と比較した賃金収入の変動幅と物価上昇幅の差(就業形態・年代・年収・勤め先の業

種・従業員規模・労組の有無・従業員組織の有無別) 

 
（注 1）（ ）内は回答者数（Ｎ） 

（注 2）従業員規模、労組の有無、従業員組織の有無について「わからない」と回答した人は除いて集計 
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16.7
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11.8

10.1
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14.8
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17.0

24.8

10.7

16.2

18.3

13.8

13.0

16.2

15.5

14.8

16.3

17.5

15.3

16.1

16.9

18.7

16.6

57.4

57.1

57.9

42.7

52.4

59.0

69.8

71.9

51.0

58.0

57.6

57.1

58.4

55.0

66.7

53.5

57.3

48.3

61.8

58.4

64.9

53.0

56.7

59.3

61.2

59.1

61.6

58.5

64.1

19.4

16.5

24.9

26.3

23.6

18.6

11.6

12.2

33.2

21.2

21.0

21.7

15.9

11.6

9.0

17.2

15.1

27.6

17.1

19.8

12.1

25.9

21.4

14.1

13.3

14.9

14.6

7.8

12.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2000)

正社員計(1313)

非正社員計(687)

２０代(396)

３０代(466)

４０代(575)

５０代(424)

６０代前半(139)

１００万円未満(253)

１００～２００万円未満(264)

２００～３００万円未満(290)

３００～４００万円未満(322)

４００～６００万円未満(452)

６００～８００万円未満(242)

８００万円以上(177)

建設業(99)

製造業(443)

電気・ガス・熱供給・水道業(29)

運輸・情報通信業(346)

卸売・小売業・飲食店・宿泊業(334)

金融・保険業・不動産業(174)

その他サービス業(575)

９９人以下(552)

１００～９９９人(553)

１，０００人以上(632)

労組あり(777)

労組なし(803)

従業員組織あり(570)

従業員組織なし(1430)

就
業
形
態

年
代

自
身
の
賃
金
年
収

勤
務
先
の
業
種

従
業
員
規
模

労
組
の
有

無

従
業
員
組

織
の
有
無

賃金収入の変動幅は、物価上昇より大きい （賃金の増加幅 ＞ 物価上昇幅）

賃金収入の変動幅は、物価上昇とほぼ同程度 （賃金の増加幅 ≒ 物価上昇幅）

賃金収入の変動幅は、物価上昇より小さい （賃金の増加幅 ＜ 物価上昇幅）

わからない

１年前と比較した賃金収入の変動幅と物価上昇幅の差について、「賃金収入の変動

幅は、物価上昇より小さい（賃金の増加幅＜物価上昇幅）」と回答した割合は、全体

で 57.4%と過半数となっている。年代別でみると５０代で 69.8％、60 代前半で

71.9％と約７割となっている。従業員規模別では 1,000 人以上（61.2%）で高く、

99 人以下（56.7%）が最も低い。「賃金収入の変動幅は、物価上昇より大きい（賃

金の増加幅＞物価上昇幅）」と回答した割合について、労組の有無別でみると、労組

あり（9.9%）の方が労組なし（6.8%）よりも 3.1%ポイント高く、従業員組織の有

無別では、従業員組織あり（15.0）の方が従業員組織なし（6.6%）よりも 8.4%ポ

イント高い。 
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２. 勤め先と仕事に関する意識 

勤め先の「１年前と比べた経営状況」は非製造業で４期連
続の改善となったが、製造業では反落。「１年後の経営状
況見通し」はともに引き続き前回調査から悪化 

 

●勤め先の「１年前と比べた経営状況」は非製造業で４期連続の改善となったが、製造業

では反落。「１年後の経営状況見通し」はともに引き続き前回調査から悪化（QR４、QR

５）  

図表Ⅰ-６ １年前と比べた勤め先の経営状況と１年後の経営状況見通し（D.I.） 

  
（注１） １年前と比べた勤め先の経営状況 D.I.＝{｢かなり良くなった｣×1＋｢やや良くなった｣×0.5＋｢変わらない｣×0

＋｢やや悪くなった｣×(-0.5) ＋「かなり悪くなった」×(-1)} ÷回答数（「1 年前は現在とは別の勤め先で働

いていた(11 年 4 月調査のみ)」、「1 年前は働いていなかった(11 年 4 月調査のみ)」、「わからない」、「無回

答」を除く）×100 

（注２） １年後の勤め先の経営状況予測 D.I.＝{｢かなり良くなる｣×1＋｢やや良くなる｣×0.5＋｢変わらない｣×0＋｢やや

悪くなる｣×(-0.5) ＋｢かなり悪くなる｣×(-1)} ÷回答数（「わからない」を除く）×100 

 

●失業不安は低下傾向にあるものの、引き続き３割弱が不安を感じている（QR８）  

図表Ⅰ-７ 今後 1 年間に失業する不安を感じる割合 

 
（注１）失業不安を＜感じる＞＝「かなり感じる」＋「やや感じる」 

（注２） 第 21 回調査（11 年 4 月）以降の集計対象は 20～64 歳、第 20 回調査（10年 10月）以前は 20～59 歳 
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△ 16.5
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△ 23.1

△ 14.6

△ 13.5
△ 10.8

△ 9.1

-45
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5

製造業 非製造業

改
善
悪
化
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39.3 
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34.6 38.4

34.1 

31.5 

31.5 

29.3 

28.7 
30.4 

26.6 
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29.8 

29.7 

37.4 

34.2 
33.3 

30.5

30.2 
27.6 

0

10

20

30

40

50
（％）

１年前と比べた勤め先

の経営状況認識 D.I.値

は、製造業でマイナス

16.5 と、前期までの改

善から反落したが、非製

造業はマイナス 10.8 と

４期連続で改善となっ

た。 

１年後の見通しについ

ては、製造業がマイナス

13.8、非製造業がマイナ

ス 9.1 と、引き続き前回

調査から低下している。 

今後１年くらいの間に

自身が失業する不安を＜

感じる＞割合は、2020

年 4 月の 37.4％から

27.6％と低下傾向にあ

るものの、引き続き 3

割弱が失業の不安を感じ

ている。 
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●1 年前と比べた経営状況が悪化した、１年後の経営状況が悪化すると回答した割合が最も高い

のは製造業。（QR４、QR５） 

図表Ⅰ-８ １年前と比較した勤め先の会社の現在の経営状況、現在と比較した

勤め先の会社の１年後の経営状況（業種別） 

 
（注１）（ ）内は、回答者数（Ｎ） 
（注２）１年前と比較した勤め先の会社の現在の経営状況が＜良くなった＞＝「かなり良くなった」＋「やや良くなっ

た」、＜悪くなった＞＝「やや悪くなった」＋「かなり悪くなった」 
（注３）現在と比較した勤め先の会社の１年後の経営状況が＜良くなる＞＝「かなり良くなる」＋「やや良くなる」、

＜悪くなる＞＝「やや悪くなる」＋「かなり悪くなる」 
（注４）１年前と比べた勤め先の経営状況 D.I.＝{｢かなり良くなった｣×1＋｢やや良くなった｣×0.5＋｢変わらない｣×

0＋｢やや悪くなった｣×(-0.5) ＋「かなり悪くなった」×(-1)} ÷回答数（「わからない」、「無回答」

を除く）×100 

（注５）１年後の勤め先の経営状況予測 D.I.＝{｢かなり良くなる｣×1＋｢やや良くなる｣×0.5＋｢変わらない｣×0＋｢や

や悪くなる｣×(-0.5) ＋｢かなり悪くなる｣×(-1)} ÷回答数（「わからない」を除く）×100 
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16.5
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18.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(2000)

建設業(99)

製造業(443)

電気・ガス・熱供給・水道業(29)

運輸・情報通信業(346)

卸売・小売業・飲食店・宿泊業(334)

金融・保険業・不動産業(174)

その他サービス業(575)

全体(2000)

建設業(99)

製造業(443)

電気・ガス・熱供給・水道業(29)

運輸・情報通信業(346)

卸売・小売業・飲食店・宿泊業(334)

金融・保険業・不動産業(174)

その他サービス業(575)

１
年
前
と
比
較
し
た
勤
め
先
の
会
社
の

現
在
の
経
営
状
況

現
在
と
比
較
し
た
勤
め
先
の
会
社
の
１

年
後
の
経
営
状
況

かなり良くなった（かなり良くなる） やや良くなった（やや良くなる） 変わらない

やや悪くなった（やや悪くなる） かなり悪くなった（かなり悪くなる） わからない

D.I.

【△13.3】

【△12.1】

【△8.0】

【△16.5】

【△14.6】

【△11.6】

【△10.3】

【△14.9】

【△10.2】

【△ 7.6】

【△13.8】

【△11.5】

【△4.0】

【△4.5】

【△8.8】

【△11.3】

１年前と比較した勤め

先の会社の現在の経営状

況を業種別にみると、＜

良くなった＞とする割合

が最も高いのは運輸・情

報通信業（17.7％）

で、＜悪くなった＞とす

る割合が最も高いのは製

造業(35.4%)である。 

現在と比較した勤め先

の会社の１年後の経営状

況が＜良くなる＞とする

割合が最も高いのは運

輸・情報通信業

（17.0%）で、＜悪くな

る＞とする割合が最も高

いのは製造業(31.2%)で

ある。 
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賃金収入は改善の動きが見られるものの依然としてマイナ
ス 
●１年前と比べた賃金収入は改善の動きがあるものの、依然としてマイナス（QR ）  

図表Ⅰ-９ １年前と比べた自身の賃金収入の増減（D.I.）

 
（注１）QR1 で１年前の就業状況が「働いていなかった」「わからない」「不明」とした回答者を除いて集計 
（注２）D.I.={「かなり増えた」×1＋「やや増えた」×0.5＋「変わらない」×0＋「やや減った」×（-0.5）＋「かなり

減った」×（-1）}÷回答数（｢わからない｣を除く）×100 
 

●１年後の賃金収入見通しは悪化し、特に「女性非正社員」「従業員規模 99 人以下」

「労組なし」で減少するとの見方が強い（QR10）  

図表Ⅰ-10 １年後の賃金収入の増減見通し（性別、従業員規模別、労組有無別） 

 
（注１）（ ）内は、回答者数（Ｎ） 
（注２） 賃金収入が＜減る＞＝「やや減る」＋「かなり減る」、賃金収入が＜増える＞＝「かなり増える」＋「やや増え

る」 
（注３）【 】は D.I.値。１年後の賃金収入見通し D.I.={「かなり増える」×1＋「やや増える」×0.5＋「変わらない」

×0＋「やや減る」×（-0.5）＋「かなり減る」×（-1）}÷回答数（｢わからない｣を除く）×100 
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13.2

13.7
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13.0

14.2

6.8

6.9

6.3

5.8

7.6

7.1
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7.6

7.5

6.2

8.3

5.1

13.8

8.7

11.6

8.5

7.6

4.0

4.5

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（2000）

正社員（897)

非正社員（189）

正社員（416）

非正社員（498）

99人以下（552）

100～999人（553）

1000人以上（632）

労組あり（777）

労組なし（803）

男
性

女
性

従
業
員
規
模

労
組
有
無

かなり増える やや増える 変わらない やや減る かなり減る わからない

D D.I.

【△ 4.7】

【△ 4.1】

【△ 4.3】

【△ 0.8】

【△ 9.4】

【△ 7.9】

【△ 0.9 】

【△ 3.2】

【△ 2.7】

【△ 5.7】

１年前と比べ

た自身の賃金収

入の増減 D.I.値

は、正社員（マ

イナス 1.1）、

非正社員（マイ

ナス 6.0）とも

4 期連続で上昇

しているもの

の、依然として

マイナス。 

１年後の賃金収入

見通し D.I.値はマイ

ナス 4.7 と、前回調

査（マイナス 4.3）

から低下した。属性

別にみると、女性非

正社員（マイナス

9.4）、従業員規模

99 人以下（マイナ

ス 7.9）、労組なし

（マイナス 5.7）で

低下するとの見方が

強い。 
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●１年前と比べた賃金収入について、正社員を属性別にみると、多くの分野で改善がみら

れるが、今後の見通しは厳しい（QR9、QR10）  

図表Ⅰ-11 賃金収入の増減実績と見通し（D.I.） 

（就業形態別、正社員について業種・従業員規模、労組有無別）

 
（注１）（ ）内は、回答者数（Ｎ） 

（注２） QR1 で 1 年前は「働いていなかった」、1 年前の就業状態は「わからない」とした回答者を除いて集計 

（注３）１年前と比べた賃金収入 D.I.={「かなり増えた」×1＋「やや増えた」×0.5＋「変わらない」×0＋「やや減っ

た」×（-0.5）＋「かなり減った」×（-1）}÷回答数（｢わからない｣を除く）×100 
（注４）１年後の賃金収入見通し D.I.={「かなり増える」×1＋「やや増える」×0.5＋「変わらない」×0＋「やや減る」

×（-0.5）＋「かなり減る」×（-1）}÷回答数（｢わからない｣を除く）×100 

 

３. 日常の暮らし向きに関する意識 

現在の暮らし向き、１年後の暮らし向きの認識は悪化 

●現在の暮らし向き、１年後の暮らし向きの認識（前回調査比）は悪化（QR18、QR19）  

図表Ⅰ-12 暮らし向きの認識（D.I.） 

 
 
（注）D.I.＝{｢かなり良くなった（かなり良くなる）｣×1＋｢やや良くなった（やや良くなる）｣×0.5＋｢変わらない｣×0＋

｢やや悪くなった（やや悪くなる）｣×(-0.5) ＋｢かなり悪くなった（かなり悪くなる）｣×(-1)}÷回答数（「わから
ない」を除く）×100 
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●現在の暮らし向きの認識 ○1年後の暮らし向きの見通し

１年前と比べた現在の

暮らし向きの認識 D.I.値は

マイナス 18.6 と、2 期

連続で低下した。 

１年後の暮らし向きの

見通し D.I.値はマイナス

20.4 と、前回調査（マイ

ナス 15.6）から低下して

おり、１年後の暮らし向

きが悪化するとの認識が

強まっている。 

１年前と比べた賃金収

入増減 D.I.値について、

正社員を属性別にみる

と、製造業プラス 0.3、

非製造業マイナス 1.5

と、前回調査から上昇し

ている。見通し D.I.値で

は製造業でマイナス

3.8、非製造業でマイナ

ス 2.6 となっている。 
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Ⅱ 仕事と生活についての意識と実態    

図表Ⅱ－１ 今の仕事についての意識（性・就業形態別）（D.I.） 
仕事と生活のバランス 

QR19(2022 年 10 月調査からは QR20) 
仕事満足度 

QR21(2022 年 10 月調査からは QR22) 

生活満足度 

QR22(2022 年 10 月調査からは QR23) 

   

働きがい 

QR19(2022 年 10 月調査からは QR20) 

能力・専門性の活用 

QR19(2022年 10月調査からは QR20) 
職業能力・キャリア支援 

QR19(2022 年 10月調査からは QR20) 

   

一定の責任・裁量の付与 

QR19(2022 年 10 月調査からは QR20) 

家計をまかなえる処遇・賃金 

QR19(2022 年 10 月調査からは QR20) 

納得性ある処遇・賃金 

QR19(2022 年 10 月調査からは QR20) 

   

肉体的疲労感がない 

QR19(2022 年 10 月調査からは QR20) 

過度な精神的ストレスがない 

QR19(2022 年 10 月調査からは QR20) 

職場の人間関係 

QR19(2022 年 10 月調査からは QR20) 

   
 

 
〈注１）各年データは 4 月調査と 10 月調査の結果をマージして作成 

（注２）QR19(2022 年 10 月調査からは QR20)の D.I.＝{｢当てはまる｣×1＋｢どちらかというと当てはまる｣×0.5＋｢どち

らかというと当てはまらない｣×(-0.5) ＋｢当てはまらない｣×(-1)}÷回答数×100 

（注３）QR21,22(2022 年 10 月調査からは QR22,QR23)の D.I.＝{｢かなり満足｣×1＋｢やや満足｣×0.5＋｢どちらともい

えない｣×0＋｢やや不満｣×(-0.5) ＋｢不満｣×(-1)}÷回答数×100  
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●全体および男性正社員（20～54 歳）で「仕事と生活のバランス」の D.I.値が、経年で上

昇傾向（QR19、QR21、QR22）※2022 年 10 月調査からは QR20、QR22、QR23 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●仕事と生活のバランス（ＷＬＢ）がとれている認識は、女性正社員で大きく低下（QR19 

※2022 年 10 月調査からは QR20）  
 

図Ⅱ-２ ＷＬＢがとれている認識（性・就業形態別）（D.I.） 

  
（注１）各年データは 4 月調査と 10 月調査の結果をマージして作成（2022 年＝全体 4307s、正社員男性 1663 人、非正社員

男性 335 人、正社員女性 755 人、非正社員女性 916 人、仕事と生活のバランスが適度にとれているか「わからない」

と回答した人を除いて集計） 

（注２）QR19(2022 年 10 月調査からは QR20)の D.I.＝{｢当てはまる｣×1＋｢どちらかというと当てはまる｣×0.5＋｢どちらかと

いうと当てはまらない｣×(-0.5) ＋｢当てはまらない｣×(-1)}÷回答数×100 
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「仕事と生活のバランス」などが経年で上昇傾向 

今の仕事の認識について、12 項目全てを 2022 年の D.I.値でみると、全体では「職場

の人間関係」が最も高く（プラス 4.6）、「職業能力・キャリア支援」が最も低い（マイ

ナス 33.7）。男性正社員（20～54 歳）では、「生活満足度」が最も高く（プラス

3.9）、「過度な精神的ストレスがない」が最も低い（マイナス 32.2）。 

経年の変化を 2011 年と 2022 年の D.I.値の差でみると、全体では、「仕事と生活の

バランス」（プラス 5.5）等が上昇しており、「仕事に働きがいを感じている」（マイナ

ス 7.4）等が低下している。男性正社員（20～54 歳）では「精神的に過度なストレスが

ない」（プラス 9.9）「仕事と生活のバランス」（プラス 8.9）等が上昇しており、「家

計をまかなえる処遇・賃金」（マイナス 5.6）等が低下している。 

2019 年（新型コロナウィルス発生前）と 2022 年の D.I.値の差でみると全体、男性

正社員（20～54 歳）ともに上昇傾向が見られる。全体では「職場の人間関係」（プラス

5.7）が最も上昇しており、男性正社員（20～54 歳）では「賃金・処遇の納得性」（プ

ラス７.６）が最も上昇している。 

 

 

ＷＬＢがとれている認識につ

いて、経年の変化を D.I.値でみる

と、女性正社員が大きく低下し

ている一方で、その他の属性で

は上昇傾向が見られ、男性非正

社員では大きく上昇している。 

WLB の認識 D.I.値を比較する

と、性・就業形態による差が見

られ、202２年の D.I.値では、

最も高い女性非正社員と、最も

低い男性正社員の差は 21.8 と

なっている。 
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●ＷＬＢがとれている認識は、男性よりも女性の方が高い傾向にある（QR20）  
 

図Ⅱ-３ ＷＬＢがとれている認識 

（性・就業形態・年代・従業員規模別）

 
（注１）（ ）内は回答者数（N） 

（注２）＜当てはまる＞＝「当てはまる」＋「どちらかというと当てはまる」 

 

●働きがいの D.I.値は 45 時間以上６０時間まで上昇傾向、60 時間以上で大きく低下

（QR20、QT2）  
 

図Ⅱ-４ 働きがい、ＷＬＢがとれている認識と

所定外労働時間数の関係（D.I.） 

 

（注１）（ ）内は回答者数（N） 

（注２）QR20 の D.I.＝{｢当てはまる｣×1＋｢どちらかというと当てはまる｣×0.5＋｢どちらかというと当てはまらない｣×(-0.5) 

＋｢当てはまらない｣×(-1)}÷回答数×100 
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仕事に働きがいを感じている 仕事と生活のバランスが適度にとれている

ＷＬＢがとれている認識を性別で

みると、男性よりも女性の方が、

WLB がとれているに＜当てはまる

＞とする割合が高く、全体では

10.0%ポイントの差がある。 

＜当てはまる＞とする割合を性・

就業形態別にみると、女性非正社員

59.7％、女性正社員 49.3%の順に

高くなっている。 

性・年代別では男性、女性とも

60 代前半が高く、それぞれ

56.4%、68.9%となっている。 

従業員規模別では 1,000 人以上

が 53.8%と最も高くなっている。 

所定外労働時間数（2022 年 9 月）

とＷLＢがとれている認識との関係をみ

ると、WLB の認識 D.I.値は、所定外労

働時間が長くなると大きく低下している

（15 時間未満と 60 時間以上の差は

57.1）。 

所定外労働時間数と働きがいの関係を

みると、働きがいの D.I.値は、45 時間

以上 60 時間未満までは所定外労働が増

えても上昇傾向がみられる。しかし、

60 時間以上は大きく低下している。 
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●キャリアを高めるための機会や支援があるとする割合は、非正社員のいずれの従業員

規模でも低い（QR20、F20、F4）  
 

図表Ⅱ-５ 職業能力・キャリア支援 

（就業形態・従業員規模別）

 
（注１）（ ）内は回答者数（N） 

（注２）＜当てはまる＞＝「当てはまる」＋「どちらかというと当てはまる」 

 

●子供がいる主生計支持者のうち、女性非正社員の７割強が、家計をまかなえる賃金・処

遇条件に＜当てはまらない＞（QR20、F1、F4）  

 

図表Ⅱ-６ 家計をまかなえる賃金・処遇条件（主生計支持者）

 
（注１）（ ）内は回答者数（N） 

（注２）＜当てはまらない＞＝「当てはまらない」＋「どちらかというと当てはまらない」  
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家計をまかなえる賃金・処遇条件に

ついて、主生計支持者でみると、男性

非正社員（52.0%）、女性非正社員

（54.1％）と、いずれも 5 割強が＜

当てはまらない＞としている。 

主生計支持者（子ども有り）でみる

と、女性非正社員の７割強

（72.3%）が＜当てはまらない＞と

している。 

主生計支持者（単身）でみると、男

性非正社員（46.5%）、女性非正社

員（47.4％）と、いずれも 5 割弱が

＜当てはまらない＞としている。 

今の勤め先での仕事について職業能

力やキャリアを高めるための機会や支

援についてみると、全体では、1000

人以上規模企業の４割弱（36.0％）

が、あると思うに＜当てはまる＞とし

ている一方、99 人以下規模企業で

は、2 割強（22.5%）にとどまって

いる。 

就業形態別では、正社員全体は 3 割

強（32.6%）となっている一方、非

正社員全体では 2 割弱（19.9%）に

とどまっている。 

これを就業形態別および従業員規模

別でみても、正社員に比べて非正社員

では、いずれの従業員規模でも、 

＜当てはまる＞とする割合が低い。 
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●男性非正社員の５割以上が、今の勤め先での仕事の賃金・処遇が適切で納得性があ

るに＜当てはまらない＞（QR20）  

図表Ⅱ-７ 今の勤め先での仕事の賃金・処遇が適切で納得性がある（性・就業形態別）  

  
（注１）（ ）内は回答者数（N） 

（注２）＜当てはまる＞＝「当てはまる」＋「どちらかというと当てはまる」 

（注３）＜当てはまらない＞＝「どちらかといえば当てはまらない」＋「当てはまらない」 
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(8
97

)
男
性
非
正
社
員

(1
89

)
女
性
正
社
員

(4
16

)
女
性
非
正
社
員

(4
98

)

当てはまる どちらかというと当てはまる どちらかというと当てはまらない

当てはまらない わからない

今の勤め先での仕事の賃金・処遇に

ついて、2022 年１０月を性・就業形

態別でみると、適切で納得性があると

思うに＜当てはまる＞とする割合は、男

性正社員（37.7％）、女性正社員

（33.4%）、女性非正社員（33.5%）

であるのに対し男性非正社員では 2 割

強（28.1％）にとどまる。 

また、適切で納得性があると思うに＜

当てはまらない＞とする割合は、男性正

社員（53.5％）、男性非正社員

（58.2％）、女性正社員(54.3%)、女

性非正社員(56.6%)と、いずれも５割

以上におよぶ。 
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Ⅲ 労働時間、有給休暇についての意識と実態    

１.労働時間の実態 

平均実労働時間は全体では横ばい傾向 

●1 週間あたりの平均実労働時間は、男性非正社員・女性正社員で増加傾向、全体では

横ばい傾向（Ｆ８）  

図表Ⅲ-１ １週間あたりの平均実労働時間（性・就業形態別） 

  
（注） 週労働時間の階級の中央値で平均時間を計算した。「20 時間以上、30 時間未満」を 25 時間、「30 時間以上、

35 時間未満」を 32.5 時間、「35 時間以上、40 時間未満」を 37.5 時間、「40 時間以上、45 時間未満」を

42.5 時間、「45 時間以上、50 時間未満」を 47.5 時間、「50 時間以上、60 時間未満」を 55 時間とし、「20

時間未満」を 10 時間、「60 時間以上」を 70 時間として算出した。 

●１週間の平均実労働時間が 50 時間以上の人の割合は微減（Ｆ８）  

図表Ⅲ-２ 1 週間の平均実労働時間（性・就業形態・年代別） 

  
（注１）（ ）内は、回答者数(N) 

（注２）週 60 時間の実労働時間が恒常的な場合、1 ヶ月の法定時間外労働は 86 時間（1 ヶ月 4.3 週で計算）と試算さ

れ、2019 年 4 月から施行された時間外労働の上限規制（労働基準法 36 条 6 項 3 号）に抵触する。 
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24.8

23.5
25.2 25.0 25.4 25.1

男性正社員 男性非正社員 女性正社員 女性非正社員 全体

(時間)

23.3

7.5

9.8

4.7

9.3

6.8

5.6

25.9

12.5

16.1

13.4

6.7

12.9

16.7

59.8

24.0

18.6

23.1

19.4

15.3

17.6

27.8

31.2

30.0

32.2

27.7

33.7

27.1

16.7

25.9

40.7

54.6

53.1

55.2

50.9

60.0

55.6

34.9

47.6

42.4

51.8

46.2

48.6

66.7

11.8

7.1

11.1

8.4

12.1

14.6

8.3

5.6
4.8

5.5

4.2

3.6

7.7

8.6

2.0

5.0

8.1

5.6

8.6

10.0

7.3

5.6

3.2

4.3

5.1

3.6

5.8

2.9

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2000)

男性・正社員(897)

20代(143)

30代(232)

40代(281)

50代(205)

60代前半(36)

男性 非正社員(189)

女性・正社員(416)

20代(118)

30代(112)

40代(104)

50代(70)

60代前半(12)

女性・非正社員(498)

３０時間未満 ３０時間以上４０時間未満 ４０時間以上５０時間未満

５０時間以上６０時間未満 ６０時間以上

１週間あたりの平均実労働時間

を経年でみると、これまではゆる

やかな減少が続いてきたが、

2021 年 4 月以降、男性正社員

を除き増加傾向となっている。 

2020 年 10 月と比較すると、

とりわけ、男性非正社員（プラス

4.5 時間）での増加が大きくなっ

ている。女性正社員は微増（プラ

ス 1.5 時間）、男性正社員・女

性非正社員は微減となっている。 

１週間の平均実労働時間が 50

時間以上の人の割合は全体で 12.

１%と、202１年 10 月調査

（12.6%）からは微減となって

いる。男性非正社員をみると、

「60 時間以上」が 3.2％と最も

低く、2021 年 10 月調査

（3.7％）からも微減となってい

る。恒常的な場合、時間外労働の

上限規制に抵触する可能性がある

「６０時間以上」は、40 代の男

性正社員では 1 割となってい

る。 

 



16 

 

●所定外労働「あり」、平均所定外労働時間数は、ともに減少（QT1、QT2）  

図表Ⅲ－３ 2022 年 9 月の所定外労働時間（性・就業形態別） 

  

（注１）管理職（課長クラス以上）も含めた集計 

（注２）本調査における「所定外労働時間」は残業手当の支払い対象であるか否かに関わらず、実際に所定労働時間を超

えて働いた時間（休日労働を含む）をさす。 

（注３）表中の「所定外労働時間（平均）」は、QT1 で「所定労働時間を超えて働いた」（所定外労働「あり」）と回答

した人の所定外労働時間数の平均値 

（注４）（ ）内は、回答者数(N) 

 

●9 月の平均所定外労働時間数は、女性正社員を除き減少（QT2）  

図表Ⅲ-４ 2022 年 9 月の平均所定外労働時間数 

（性・就業形態別） 

 
（注） QT1 で「所定労働時間を超えて働いた」と回答した人のみ集

計、平均所定外労働時間はそのうち時間数を回答した人につい

て計算 

59.0
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19.9

27.4

14.3

21.2

7.2

18.9 
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合計(2000)

男性・正社員(897)

男性・非正社員(189)

女性・正社員(416)

女性・非正社員(498)

21年10月（2000)

20年10月（2000）

性
・
就

業
形

態
別

参
考

所定外労働を行わなかった ４５時間未満

４５時間以上８０時間未満 ８０時間以上

時間数はわからない 所定労働時間を超えたかわからない

休業または失業中

所定外労働「あり」計：30.6%

所定外労働「あり」計：31.8%

所定外
労働時間
（平均）

30.8時間

29.6時間

36.2時間

13.5時間

29.0時間

25.1時間

33.9時間

45.2
43

40.0 

49.4 

44.0 

49.4 

42.3 
39.3 43.1 

34.5 

40.9 33.9

42.4
34.5

32.1 31.2
33.6

36.1 36.9

30.6
28.2

14.5

41.4

25.1
24.6

28.6 26.6

31.4 30.2

26.4
22.9 26.3

20.7
22.4

28.2
29.0

13.6
16.3

20.9 19.6

15.7

11.9

16.4 15.1 13.2 15.4 15.3 13.5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

男性正社員 男性非正社員 女性正社員 女性非正社員

(時間)

9 月に所定外労働（残業およ

び休日出勤）を行ったとする割

合は 30.6%と、前年調査

（2021 年 10 月：31.8％）

と比較すると減少した。平均所

定外労働時間は 30.8 時間とな

り、前年（36.2 時間）から減

少した。 

男性正社員は、42.1%が所

定外労働（2021 年 10 月：

45.0％）を行い、所定外労働

時間の平均は 33.9 時間で前年

調査（2021 年 10 月：40.9

時間）と比較すると減少してい

る。 

9 月に所定外労働を行った平

均時間は、女性正社員を除き、

減少している。 

前年調査（2021 年 10 月）

との比較では、男性非正社員が

大幅減少(マイナス 16.3 時

間)、女性正社員が微増（プラ

ス 0.8 時間）となっている。 

特に所定外労働時間数の大き

い男性正社員が減少傾向、女性

正社員が増加傾向にあり、性別

による所定労働時間数の差が減

少する傾向にある。 
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●時間外労働月 60 時間以上の割合が全体で減少（QT2、F8、F20）  

図表Ⅲ－５ 週実労働時間 40 時間以上の人の所定外労働時間 

（9 月）の分布（従業員規模 300 人以上）

 
（注１）QT1 で「所定労働時間を超えて働いた」と回答した人のみ集計 
（注２）QT2 で「時間数はわからない」と回答した人を除いて集計 
（注３）（ ）内は、回答者数(N)  
（注４）労働基準法 36条 5 項及び 6 項の定める時間外労働の上限規制（大企業：2019 年 4 月から施行、中小企業：2020

年 4 月から施行）＝年間の時間外労働（休日労働を除く）が月平均「60 時間」以内となること/休日労働を含
み、2 ヵ月間、3 ヵ月間、4 ヵ月間、5 ヵ月間、6 ヵ月間のいずれかの月平均時間外労働時間が「80 時間」を超
えないこと/休日労働を含んで、単月は「100 時間」未満となること/自動車運転業務や医師などは 2024年 3 月
31 日まで上限規制の適用が猶予されている。 

●所定外労働を行った男性正社員で月 60 時間以上の割合は大幅減少（QT2、QR23、F20）   

図表Ⅲ－６ 2018 年～2022 年の所定外労働時間（9月）の分布

（男性正社員）（従業員規模・労働組合の有無別）

 
（注１）QT1 で「所定労働時間を超えて働いた」と回答した人のみ集計 

（注２）QT2 で「時間数はわからない」と回答した人を除いて集計 

（注３）（ ）内は、回答者数(N) 
（注４）時間外労働の上限規制の時間数と対象範囲については、Ⅲ－5 の注を参照  
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組
合

の
有

無

男
性

正
社

員

６０時間以上８０時間未満 ８０時間以上１００時間未満 １００時間以上

%

実労働時間が週 40 時間以上と回

答した人の 2022 年 9 月の所定外

労働時間をみると、60 時間以上行

った割合は、全体で 11.1％と、前

年調査（2021 年 10 月：17.3%）

から減少した。 

また、時間外労働の上限規制に抵

触する、月 100 時間以上の所定外

労働を行った割合は全体では

5.0％、300 人以上規模企業で

3.0％となっており、2021 年 10

月調査（全体：7.3％、300 人以

上：5.0％）から減少した。 

所定外労働を行った男性正社員に

ついて、2022 年 9 月の所定外労働

時間の割合をみると、全体で月 60

時間以上が 10.4％、月 100 時間以

上が 3.9%と、前年調査（2021 年

10 月：それぞれ 20.3%、7.8%）

から減少している。 

従業員規模別、労働組合の有無別

についても、月 60 時間以上の割合

は前年調査（2021 年 10 月）より

も減少しており、従業員規模 300

以上 8.2％、労働組合あり 7.0％と

減少幅が大きくなっている。 （前年

調査 2021 年 10 月：それぞれ

19.5％、18.3％） 
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●所定外労働が増えるほど「仕事をやりたくないと感じることが多かった」と回答した割合

が高い（QT2、QT3）  

図表Ⅲ－７ 所定外労働と仕事への意欲 

（所定外労働時間別） 
 

 
（注１）管理職（課長クラス以上）も含めた集計 

（注２）QT1 で「所定労働時間を超えて働いた」と回答した人のみ集計 

（注３）（ ）内は、回答者数(N) 

（注４）休日労働を含み、2 ヵ月間、3 ヵ月間、4 ヵ月間、5 ヵ月間、6 ヵ月間のいずれかの法定時間外労働が月 80 時間を

超える場合、労働基準法 36 条６項３号（2019 年４月施行）の定める時間外労働の上限規制に抵触する。 

 

●所定外労働の理由で多いのは「人手不足」や「突発的な仕事」（QT4）  

図表Ⅲ-８  2022 年９月に所定労働時間を超えて働いた理由

(複数回答) 

  
（注１） 管理職（課長クラス以上）も含めた集計 

（注２）QT1 で「所定労働時間を超えて働いた」と回答した人のみ集計 

（注３）（ ）内は、回答者数(N) 
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2.3

2.9
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自分が納得するように仕事を仕上げたいから（120）

自分の仕事の進め方の手際が悪いから（70）

先に帰りづらい雰囲気があるから（62）

残業手当を生活の当てにしているから（61）

仕事の指示があいまいだから（58）

他人からの評価に影響するから（26）

査定に影響するから（20）

なんとなく職場にいたいから（14）

その他（18）

(%)

2022 年 9 月に所定外労働を

行った人のうち、所定外での「仕

事をやりたくないと感じることが

多かった」と回答した割合は 

41.7%であった。 

恒常的であれば時間外労働の上

限規制に抵触する可能性がある、

月 80 時間以上では 63.3％と高

く、前年調査（2021 年 10 月：

48.7%）から大きく増加した。 

2022 年 9 月に所定労働時間を

超えて働いた人に対して、その理

由をたずねたところ、もっとも回

答割合が高かったのは「人手が足

りないから」で 45.8%、２番目に

回答割合が高かったのは「突発的

な仕事があるから」で 43.1%であ

った。 

そのほか「残業を織り込んだ業

務運営となっているから」で

25.3%、「自分が納得するように

仕事を仕上げたいから」19.6%、

の順に高くなっている。 
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２. 賃金不払い残業の実態 

賃金不払い残業「あり」は１/４以上の状況は変わらず 
～未申告の残業時間平均も増加傾向～ 

●残業手当の未申告は変わらず。残業時間平均も増加（QT7、QT8）  

図表Ⅲ-９ 2022 年 9 月の賃金不払い残業（性・就業形態別） 

  
 
（注１）QT5 で残業代が「支給される立場である」と回答し、かつ QT1 で「所定労働時間を超えて働いた」と回答した

人について集計 
（注２）表中の「未申告の所定外労働時間（平均）」は、QT1 で「所定労働時間を超えて働いた」と回答した人の未申告

の所定外労働時間数の平均 
（注３）（ ）内は、回答者数(N) 
 

●賃金不払い残業「あり」の回答者は、30 代から 50 代までの男性で約３割（QT16）  

図表Ⅲ-10 2022 年 9 月の賃金不払い残業 

（性・年齢別、業種別、従業員規模、労組有無別） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注１）QT5 で残業代が「支給される立場である」と回答し、かつ QT1 で「所定労働時間を超えて働いた」と回答した
人について集計 

（注２）（ ）内は、回答者数(N) 
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残業）は 30.５％と最も高い割合とな

っている。 

残業手当の未申告割合は 27.2%と

前年調査（2021 年 10 月）と同じ

であるが、未申告の残業時間平均は前

年調査よりも増加している。 

賃金不払い残業があると回答した割合

について、性・年齢別にみると、40 代

男性と 30 代女性、40 代女性、ついで

30 代男性の順で多くなっており、それ

ぞれ約 3 割となっている。 

業種別にみると、製造業が非製造業と

比較してやや高く、約３割となってい

る。また、従業員の規模別にみると、

「29 人以下」が 1/3 を超える割合と

なっていている。 
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●賃金不払い残業を行った人の約 3/4 が「申告する際に自分自身で調整した」と回答

（QT8、QT9）  

図表Ⅲ-11 所定労働時間を超えて働いた時間をそのとおりに

申告しなかった理由 

 

（１）申告しなかった時間あり（合計,%） （２）自身で申告時間調整した人(%)   

        （回答者数 122）              （回答者数 93） 

 
 

（注 1） QT5 で残業代が「支給される立場である」と回答し、かつ QT6 で今年 9 月の 1 か月間に会社の業務で所定労働

時間を超えて働いた時間のうちに、残業手当の支払い対象であるにもかかわらず、「申告しなかった時間がある」

と回答した人について集計 

（注２）（２）は、（１）で「申告する際に、自分自身で調整したから」と回答した人を 100 とし、その内訳の割合を表し

ている 

 

●賃金不払い残業（申告しなかった時間）がある人は、仕事の満足度が低く、転職意向も

高い（QT6、QR20、QR21、QT3）  

図表Ⅲ-12 賃金不払い残業が仕事に対する意識に与える影響 

 
（注１）QT5 で残業代が「支給される立場である」と回答し、かつ QT1 で「所定労働時間を超えて働いた」と回答した人

について集計(N=429) 

（注２）｢今の勤め先での仕事に不満｣は、QR21 で｢やや不満｣｢かなり不満｣と回答した人の合計 

（注３）｢仕事をやりたくないと感じながら残業した｣は、QT3 で所定労働時間を超えて働く際に「やりたくないと感じる

ことが多かった」と回答した人 

（注４）｢今の勤め先を変わりたい｣は、QR20 で｢すぐにでも変わりたい｣｢いずれは変わりたい｣と回答した人の合計 
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賃金不払い残業あり(122)

賃金不払い残業なし(307)

(%) 「申告しなかった時間がある」

とする人では、「ない」とする人

に比べて、「仕事をやりたくない

と感じながら残業」した割合が

17.8％ポイント高く、その差が

顕著となっている。また、転職意

向（「今の勤め先を変わりた

い」）においても、17.6％ポイ

ントの差があり、「今の勤め先で

の仕事への不満」でも 12.3％ポ

イントの差がみられる。 

 

2022 年 9 月に所定労働時間を

超えて働いた人で、申告しなかっ

た時間がある人に対して、その理

由をたずねたところ「申告する際

に、自分自身で調整したから」が

約 3/4 にのぼっている。このうち

の 32.3％は、「働いた時間どおり

申告しづらい雰囲気だから」と回

答している。 

一方「申告する際に、上司から

調整するように言われたから」と

の回答は 1７.2%であった。 
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３. 上司の労働時間管理の状況と体調を崩した経験の有無 

上司による明確な業務指示や有給休暇取得の働きかけが不
十分と感じている人の割合が高い 

●長時間労働者ほど上司が部下への明確な業務指示や有給休暇取得の働きかけを行っ

ていないと回答（QT16）  

図表Ⅲ-13 上司による労働時間や仕事の管理状況の認識 

（1 週間の平均実労働時間別） 

  
（注１）（ ）内は、回答者数(N)  

（注２）網掛けは、およそ半数が回答した箇所 

 

●所定外労働をしている労働者のうち、労働時間が過剰にならないように業務量を上司が

調整していないと感じている人の割合がもっとも高い（QT16、QT2）  

図表Ⅲ-14 今年９月に所定外労働を行った割合（上司の管理状況別） 

 
 

（注１） QT16 で上司による管理状況を聞いているが、F21 で管理職（課長クラス以上）も含めて集計 

（注２） （ ）内は回答者数(N) 
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②労働時間が過

重にならないよう

に業務量を調整

している

③仕事の進め方

について明確な

指示をしている

④健康を気遣っ

ている

⑤有給休暇取得

に積極的に働き

かけている

(%)

週 50 時間以上超えている長時

間労働者の約半数が、上司による

「明確な業務指示」「有給休暇取

得への積極的働きかけ」「業務量

の調整」「健康への気遣い」がな

されていないと感じている。 

また、実労働時間が長くなるに

つれて、上司による労働時間や仕

事の管理が不十分であると感じる

割合が高くなる傾向にある。 

今年 9 月に所定労働時間を超え

て働いた労働者について上司の労

働時間管理の状況別にみたとこ

ろ、労働時間が過剰にならないよ

うに業務量を上司が調整している

と「思わない」との回答が最も多

く 45.6％となっている。 

また、「実際の労働時間の把

握」「業務進行の明確な指示」に

ついても、されていないと感じて

いる割合が高く、「そう思う」と

「そう思わない」の差も大きい。 
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●上司による健康への気遣いや実際の労働時間の把握が不十分と感じている人は所定

外労働をやりたくないと感じる割合が高い（QT3、QT16）  

図表Ⅲ-15 所定外労働と仕事への意欲（上司の管理状況別）

 
（注１） 管理職（課長クラス以上）も含めた集計 

（注２）（ ）内は回答者数(N) 

（注３） QT3 で「所定労働時間を超えて働いた」と回答した人のみ集計、平均所定外労働時間はそのうち時間数を回答し

た人について計算 

（注４）網掛けは最も割合が高い箇所 

●１週間の平均実労働時間が「60 時間以上」では体調を崩した割合が 1/4 を超えている

（QT15、QT16）  

 図表Ⅲ-16 過去６か月間で長時間労働により体調を崩した経験

（上司による管理状況・1 週間の平均実労働時間別） 

 
（注）（ ）内は、回答者数(N)  
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「仕事をやりたくないと感じるこ

とが多かった」との回答割合が特に

高いのは、「健康への気遣い」「実

際の労働時間の把握」が上司からさ

れていない層において約６割で、そ

の他の層でも、それぞれ 5 割を超え

る割合となっている。 

一方、上司から「業務量の調整」

「仕事の進め方の明確な指示」「健

康への気遣い」「積極的な有給休暇

取得」をされている層の約１/３は

「仕事をやりたいと感じることが多

かった」と回答をしている。 

過去 6 か月間に長時間労働で体調

を崩した経験があるかどうかをたず

ねたところ、1 週間の平均実労働時

間が「50 時間以上 60 時間未満」

は 23.9％、「60 時間以上」の層で

は 26.3％が「体調を崩したことが

ある」と回答している。 

また、上司の管理への認識による

差も大きく、労働時間の把握や業務

量の調整に上司の管理不足を感じて

いる人の２割強が「体調を崩した経

験がある」と回答している。 
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●職場で心身の健康を害した人がいるとの認識は３割超（QT17）  

 

図表Ⅲ－17 過去１年間の職場の問題状況の認識 

 
（注）「過去１年間に、あなたの現在の職場において次の（設問にあ

る）ような問題のある状況があったと認識していますか」との

問いに「はい」と回答した人の割合 

 

 

●職場で長時間労働が日常的にあると認識している層は精神的に過度なストレスあり

（QT17、QR20（8））  

 

図表Ⅲ－18 過去１年間の職場の問題状況別 

「精神的に過度なストレスがない」との認識（D.I.） 

 
（注）QR20(８)の D.I.＝｛「当てはまる」×1＋「どちらかというと当

てはまる」×0.5＋「どちらかというと当てはまらない」×（-0.5）

＋「当てはまらない」×（-1）｝÷回答数×100 
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過去１年間に、職場で問題状況

があったと認識している割合は、

「あらかじめ定められた休日に休

めない」以外の項目で前回調査

（2021 年 10 月）よりも低下し

た。 

低下はしているものの、「仕事

により心身の健康を害した人がい

る」との回答は 30.3％で、最も

高い。 

過去１年間の職場の問題状況別

に「精神的に過度なストレスがな

い」との認識を D.I.値でみると、

いずれの項目でも問題状況の有無

にかかわらず、マイナスの値を示

しているが、問題状況があると認

識している層のほうが認識してい

ない層よりも、大幅に低くなって

いる。 

とくに「長時間労働が日常的に

行われている」（マイナス

51.3）、「仕事により心身の健

康を害した人がいる」（マイナス

50.3）層では、精神的に過度な

ストレスの D.I.値が低い。 
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４. 在宅勤務・テレワークの実態 

在宅勤務・テレワークの実施割合は依然としてコロナ前を
上回る 

●在宅勤務・テレワークを＜実施した＞割合は３割を下回るものの、コロナ前より 15％ポイ

ント上回る（QT18）  

図表Ⅲ－19 在宅勤務・テレワークの実施状況の推移 

 
（注）＜実施した＞＝在宅勤務・テレワークを週１日以上行ったことがあるとした回答の合計 

 

●男性正社員、運輸・情報通信業、1,000 人以上企業で在宅勤務・テレワークの実施割

合が高い（QT18）  

図表Ⅲ－20 2022 年 9 月の週あたり在宅勤務・テレワークの実施日数（属性別） 

 
（注）（ ）内は回答者数（Ｎ） 

11.0

35.4

24.0
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33.2

32.0

26.3

89.1
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68.0

73.8
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新型コロナ問題が発生する前(今回調査)

2020年4～5月(41回調査)

2020年9月(40回調査)

2021年3月下旬(41回調査)

2021年9月(42回調査)

2022年3月(43回調査)

2022年9月(今回調査)

実施した 実施していない （N=2000）

10.9

15.4

12.0

6.3

3.6

9.1

16.9

13.8

11.3

6.9

14.9

7.3

6.0

13.7

16.3

8.0

11.1

9.6

5.3

2.0

7.1

10.4

10.3

11.3

6.3

5.7

5.9

5.1

7.8

12.8

7.4

8.9

7.7

8.5

3.8

4.0

6.1

6.9

19.4

3.6

5.7

4.3

4.0

7.6

11.2

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

合計（2000）

男性正社員（897）

女性正社員（416）

男性非正社員（189）

女性非正社員（498）

建設業（99）

製造業（443）

電気・ガス・熱供給・水道業（29）

運輸・情報通信業（346）

卸売・小売業・飲食店・宿泊業（334）

金融・保険業・不動産業（174）

その他サービス業（575）

99人以下（552）

100～999人（553）

1,000人以上（632）

就
業

形
態

業
種

従
業

員
規
模

（％）

1～2日 3～4日 5日以上

在宅勤務・テレワークを＜実施

した＞割合は、2021 年 9 月に

33.2％、2022 年 3 月に

32.0％と、3 割を超えていた

が、2022 年 9 月（今回調査）

は 26.3％に減少した。減少はし

たものの、新型コロナの発生前と

比べると、15％ポイント以上上

回っている。 

在宅勤務・テレワークの週あた

り実施日数は、「1～2 日」が

10.9％、「3～4 日」が 8.0％、

「5 日以上」が 7.4％であった。 

 性別・就業形態別でみると、男

性正社員が、いずれの実施日数で

も割合が高い。 

業種別では、運輸・情報通信業

で「5 日以上」が 19.4％、製造

業で「1～2 日」が 16.9％と高

い。 

勤め先の従業員規模別でみる

と、規模が大きくなるほど、いず

れの実施日数でも割合が高くな

る。 
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●専門・技術職、管理職で在宅勤務・テレワークの実施割合が高い（QT18）  

 

図表Ⅲ－21 2022 年 9 月の週あたり在宅勤務・テレワークの実施日数（属性別） 

 
（注）（ ）内は回答者数（Ｎ） 

 

 

●在宅勤務・テレワークの実施により男女とも非正社員で週 30 時間未満が大幅に減少

（QT18、F8）  

図表Ⅲ－22 2022 年 9 月の在宅勤務・テレワークの実施状況別 

週あたり平均実労働時間 

 
（注）（ ）内は回答者数（Ｎ） 
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7.7

8.5

12.3
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1.1
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6.1

7.4

5.6

0 10 20 30 40 50

合計（2000）

管理職（160）

専門・技術職（317）

事務職（570）

営業・販売職（272）

サービス職（285）

技能・労務職等（282）

いる（189）

いない（1811）

子どもなし計（1309）

子どもあり計（691）

6歳未満（179）

6歳以上20歳未満（351）

20歳以上（161）

職
種

要
介
護
家
族

子
ど
も
の
有
無
・
末
子
年
齢

（％）

1～2日 3～4日 5日以上

7.2

7.6

8.2

14.3

15.8

28.5

40.4

61.9

20.8

17.4

27.9

31.0

39.5

29.1

38.3

24.6

53.8

55.1

51.6

45.9

31.6

35.8

17.0

11.3

11.9

10.7

5.7

5.4

7.9

4.0

4.3

1.8

6.3

9.2

6.6

3.4

5.3

2.6

0.0

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレワーク実施した（318）

テレワーク実施していない（579）

テレワーク実施した（122）

テレワーク実施していない（294）

テレワーク実施した（38）

テレワーク実施していない(151）

テレワーク実施した（47）

テレワーク実施していない(451）

男
性
正
社
員

女
性
正
社
員

男
性
非
正
社
員

女
性
非
正
社
員

30時間未満 30時間以上40時間未満 40時間以上50時間未満 50時間以上60時間未満 60時間以上

職種別に在宅勤務・テレワーク

の週あたり実施日数をみると、専

門・技術職、管理職、事務職にお

いて、いずれの実施日数も割合が

高い。とくに、管理職は「1～2

日」が 22.5％、専門・技術職は

「5 日以上」が 16.4％と高い。 

要介護家族の有無別では、要介

護家族がいる人は、いない人に比

べて、実施割合がわずかに高い。 

末子年齢別にみると、6 歳未満

の子どもがいる人の実施割合が若

干高くなっている。 

在宅勤務・テレワークの実施状

況別に週あたり平均実労働時間を

みると、在宅勤務・テレワークを

実施した女性正社員は、実施して

いない層に比べて 40 時間未満で

減少、40 時間以上で増加してい

る。 

男女ともに非正社員では、在宅

勤務・テレワークを実施している

層は実施していない層に比べて、

「30 時間未満」が大幅に減少

し、「30 時間以上 40 時間未

満」が増加している。 
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●性別、就業形態にかかわらず、在宅勤務・テレワークを実施した層はＷＬＢがとれている

認識がプラス（QT18、QR20（10））  

 

図表Ⅲ－23 2022 年 9 月の在宅勤務・テレワークの実施状況別 

      仕事と生活のバランスが適度にとれている認識（D.I.） 

 
（注１）（ ）内は回答者数（Ｎ） 

（注２）QR20(10)の D.I.＝｛「当てはまる」×1＋「どちらかというと当てはまる」×0.5＋「どちらかというと当てはま

らない」×（-0.5）＋「当てはまらない」×（-1）｝÷回答数×100 

 

 

●いずれの性別、就業形態でも、在宅勤務・テレワークを実施した層で仕事の満足度が高

い（QT18、QR22）  

 

図表Ⅲ－24 2022 年 9 月の在宅勤務・テレワークの実施状況別 

仕事満足度 

 
（注）（ ）内は回答者数（Ｎ） 
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8.3
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テレワーク実施していない（294）
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テレワーク実施していない(151）

テレワーク実施した（47）

テレワーク実施していない(451）

男
性
正
社
員

女
性
正
社
員

男
性
非
正
社
員

女
性
非
正
社
員

6.3

4.1

9.0

5.4

10.5

7.3

8.5

6.0

31.1

23.3

31.1

23.8

44.7

22.5

34.0

35.5

43.1

43.0

30.3

42.2

28.9

50.3

38.3

38.4

11.9

17.4

22.1

17.7

10.5

9.3

14.9

12.9

7.5

12.1

7.4

10.9

5.3

10.6

4.3

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレワーク実施した（318）

テレワーク実施していない（579）

テレワーク実施した（122）

テレワーク実施していない（294）

テレワーク実施した（38）

テレワーク実施していない(151）

テレワーク実施した（47）

テレワーク実施していない(451）

男
性
正
社
員

女
性
正
社
員

男
性
非
正
社
員

女
性
非
正
社
員

かなり満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 かなり不満

ＷＬＢがとれている認識につい

て D.I.値でみると、性別・就業形

態にかかわらず、在宅勤務・テレ

ワークを実施した層はプラスにな

っている。 

とくに、男性正社員、女性正社

員、男性非正社員では、在宅勤

務・テレワークを実施していない

層は D.I.値がマイナスであるが、

実施した層はプラスになる。 

今の勤め先での仕事満足度につ

いてみると、性別・就業形態にか

かわらず、在宅勤務・テレワーク

を実施した層で実施しない層より

も、「かなり満足」「やや満足」

の割合が高くなっている。 
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５. 労働時間の把握方法の実態 

従業員 99 人以下企業の約 15％が在宅勤務・テレワーク時の
時間管理していない 

●在宅勤務・テレワーク時は出勤時に比べて、チャットツールや自己申告による労働時間

管理の割合が高い（QT19）  

図表Ⅲ－25 出勤時、在宅勤務・テレワーク時の労働時間の管理方法（複数回答） 

 
（注）「新型コロナウイルス問題が発生する前」または「2022 年 9 月」

において、在宅勤務・テレワークを１日以上行ったことがある

人の回答を集計 

 

 

●99 人以下企業では、在宅勤務・テレワーク時に労働時間管理をしていない割合が約

15％（QT19）  

図表Ⅲ－26 在宅勤務・テレワーク時の労働時間の管理方法（従業員規模別、複数回答） 

 
（注）「新型コロナウイルス問題が発生する前」または「2022 年 9 月」において、在宅勤務・テレワークを１日以上行っ

たことがある人の回答を集計 
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ICリーダー等での出退勤時刻の読み取り

タイムレコーダーによる管理

自己申告

チャットツール等を用いた在席・離席状況の手動記録

出勤簿への記名・押印

メール等による管理者への報告

会議システムのカメラ機能等による在席・離席状況の管理

上長による出退勤時刻の確認（現認）

その他

労働時間管理の対象ではない

労働時間管理はしていない

（％）

出勤時

在宅勤務・テレワーク時

（N=544）

10.3

23.0

0.0

5.7

17.2

16.1

4.6

11.5

4.6

8.0

1.1

0.0

14.9

27.6

36.5

2.9

10.0

8.2

15.3

7.6

11.2

6.5

7.6

0.6

0.6

6.5

47.5

27.2

2.7

8.0

13.0

11.1

3.8

9.2

5.7

3.1

0.8

0.0

0.8

0 10 20 30 40 50

パソコン等の使用時間（ログインとログアウト）の記録

ネットワーク上の出退勤管理システムでの打刻

ICリーダー等での出退勤時刻の読み取り

タイムレコーダーによる管理

自己申告

チャットツール等を用いた在席・離席状況の手動記録

出勤簿への記名・押印

メール等による管理者への報告

会議システムのカメラ機能等による在席・離席状況の管理

上長による出退勤時刻の確認（現認）

その他

労働時間管理の対象ではない

労働時間管理はしていない

（％）

99人以下（N=87）

100～999人（N=170）

1,000人以上（N=261）

労働時間の管理方法は、出勤

時、在宅勤務・テレワーク時とも

に「パソコン等の使用時間の記

録」（3 割超）、「ネットワーク

上の出退勤管理システム」（3 割

弱）が最も多い。次に多いのが、

出勤時では「IC リーダー等」「タ

イムレコーダー」、在宅勤務・テ

レワーク時では「チャットツール

等」「自己申告」であった。 

一方、「労働時間管理はしてい

ない」割合は、出勤時 3.7％、在

宅勤務・テレワーク時 5.1％であ

った。 

従業員規模別に在宅勤務・テレワ

ーク時の労働時間の管理方法をみる

と、1,000 人以上企業は「パソコン

等の使用時間の記録」、100～999

人企業、99 人以下企業は「ネット

ワーク上の出退勤管理システム」が

最も多い。99 人以下企業では「自

己申告」（17.2％）も多い。 

一方、「労働時間管理はしていな

い」割合は、1,000 人以上企業の

0.8％に比べ、99 人以下企業では

14.9%と高くなっている。 
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６. 年次有給休暇の保有日数等の把握・取得状況 

１か月の所定外労働 45 時間以上層で、年次有給休暇を＜取得
しなかった＞割合が５割超 

●現時点の年次有給休暇の保有日数を把握しているのは約 7 割（QT10）  

図表Ⅲ－27 年次有給休暇の保有日数等の把握状況の推移 

 
（注１）「年度」とは、年次有給休暇を付与する基準単位となっている一年間のことをいう 

（注２）「把握している（ゼロの場合も含む）」と回答した割合 

（注３）法改正により、2019年 4 月から、年休が 10 日以上付与される労働者に 5 日の年休を取得させることが使用者の義

務となった 

 

●非正社員、若年層で年次有給休暇の保有日数の把握割合が低い（QT10） 

図表Ⅲ－28 年次有給休暇の保有日数等の把握状況（属性別） 

 

（注１）「年度」とは、年次有給休暇を付与する基準単位となっている一年間のことをいう 

（注２）「把握している（ゼロの場合も含む）」と回答した割合 

（注３）（ ）内は回答者数（N） 
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合計（2000）

正社員計（1313）

非正社員計（687）

20代（396）

30代（466）

40代（575）

50代（424）

60代前半（139）

就
業

形
態

年
代

（％）

現時点(10月1日)の保有日数 今年度新たに付与された日数

昨年度からの繰り越し日数

年次有給休暇の保有日数等について

「把握している」と回答した割合をみ

ると、現時点の保有日数は 69.0％、

今年度新たに付与された日数は

66.5％、昨年度からの繰り越し日数

は 62.8％であった。いずれも前回調

査（2021 年 10 月）から増加し、ほ

ぼ前々回調査（2020 年 10 月）の水

準まで戻った。 

年次有給休暇の保有日数等の把握

状況について就業形態別にみると、

正社員よりも非正社員で「把握して

いる」割合は低い。 

年代別では、年代が低くなるほ

ど、「把握している」割合も低くな

る。現時点の保有日数の把握割合は

20 代で 62.6％、60 代前半では

78.4％であり、15.8％ポイントの

差がある。 
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●年次有給休暇を＜取得した＞割合は前回調査よりわずかに増加（QT11） 

図表Ⅲ－29 年次有給休暇の取得実績の推移 

 

（注１）「昨年度は働いていない／年次有給休暇を付与されていない」、「わからない」と回答した人は除いて集計 

（注２）＜取得した＞＝「全て取得した」＋「おおよそ取得した」、＜取得しなかった＞＝「あまり取得しなかった」＋

「まったく取得しなかった」 

（注３）（ ）内は回答者数（N） 

●99 人以下企業、建設業、労組なし等で年次有給休暇を＜取得しなかった＞割合が高い（QT11、

QR24） 

図表Ⅲ－30 年次有給休暇の取得実績（属性別） 

 
（注１）「昨年度は働いていない／年次有給休暇を付与されていない」、「わからない」と回答した人は除いて集計 

（注２）＜取得した＞＝「全て取得した」＋「おおよそ取得した」、＜取得しなかった＞＝「あまり取得しなかった」＋

「まったく取得しなかった」 

（注３）（ ）内は回答者数（N） 
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正社員計（1183）

非正社員計（536）

建設業（83）

製造業（412）

電気・ガス・熱供給・水道業（25）

運輸・情報通信業（301）

卸売・小売業・飲食店・宿泊業（281）

金融・保険業・不動産業(161）

その他サービス業（456）

99人以下（442）

100～999人（497）

1,000人以上（602）

労組あり（715）

労組なし（696）

就
業
形
態

業
種

従
業
員
規
模

労
組
の
有
無

全て取得した おおよそ取得した 半分くらい取得した あまり取得しなかった まったく取得しなかった

年次有給休暇の取得実績の推移を

みると、＜取得した＞割合は

37.9％で前回調査（2021 年 10

月）よりわずかに増加した。一方、

＜取得しなかった＞割合は 37.3％

で前回調査より若干減少した。今回

調査では、＜取得した＞が＜取得し

なかった＞を上回った。 

年次有給休暇を＜取得した＞割合

が高いのは、非正社員

（47.8％）、電気・ガス・熱供

給・水道業（52.0％）、運輸・情

報通信業（41.9％）、1,000 人以

上企業（40.9％）、労組あり

（41.3％）であった。 

一方、＜取得しなかった＞割合が

高いのは、建設業（45.8％）、卸

売・小売業・飲食店・宿泊業

（42.0％）、その他サービス業

（44.3％）、99 人以下企業

（50.7％）労組なし（44.6％）で

あった。 



30 

 

●１か月の所定外労働が 45 時間以上では、年次有給休暇を＜取得しなかった＞割合が５割超

（QT11、QT1、QT2、F8） 

図表Ⅲ－31 年次有給休暇の取得実績（労働時間別） 

 

（注１）「昨年度は働いていない／年次有給休暇を付与されていない」、「わからない」と回答した人は除いて集計 

（注２）＜取得した＞＝「全て取得した」＋「おおよそ取得した」、＜取得しなかった＞＝「あまり取得しなかった」＋

「まったく取得しなかった」 

（注３）（ ）内は回答者数（N） 

●上司が有給休暇取得を積極的に働きかけていると思う人と思わない人では、取得実績に約 20％

ポイントの差（QT11、QT16） 

図表Ⅲ－32 年次有給休暇の取得実績（上司の管理状況別） 

 
（注１）「昨年度は働いていない／年次有給休暇を付与されていない」、「わからない」と回答した人は除いて集計 

（注２）（ ）内は回答者数（N） 
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21.0

11.6

17.0

12.8

19.0

12.8

18.8

13.0

17.7

14.7

28.8

17.2

25.5

15.1

27.6

16.1

26.4

19.0

26.6

18.3

0 10 20 30 40 50

働きかけていると思う（667）

働きかけていると思わない（705）

把握していると思う（1152）

把握していると思わない（351）

調整していると思う（793）

調整していると思わない（578）

明確にしていると思う（736）

明確にしていると思わない（690）

配慮していると思う（762）

配慮していると思わない（558）

有
給

休
暇
取

得
労

働
時

間
業

務
量

業
務

指
示

健
康

配
慮

（％）

全て取得した おおよそ取得した

△21.0

△14.6

△17.7

△13.2

△11.3

年次有給休暇の取得実績につい

て、週あたり平均実労働時間別にみ

ると、「30 時間以上 40 時間未

満」のときに＜取得した＞が最も多

く、＜取得しなかった＞が最も少な

くなる。一方で、「30 時間未満」

「60 時間以上」では「まったく取

得しなかった」が 2 割を超える。 

1 か月の所定外労働時間別では、

「45 時間未満」で＜取得した＞が

最も多い。45 時間以上になると、

＜取得しなかった＞が 5 割超にな

る。とくに「80 時間以上」では

「まったく取得しなかった」が

26.9％である。 

上司の管理状況別に年次有給休暇

の取得実績をみると、上司が労働時

間や仕事の管理を行っていると思う

人の方が、思っていない人より、取

得実績が高い。 

とくに、「有給休暇取得」につい

て「働きかけていると思う」と「働

きかけていると思わない」の差が

21.0%ポイントと大きい。次に大

きいのが「業務量」であり、「調整

していると思う」と「調整している

と思わない」の差が 17.7％ポイン

トとなっている。 
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Ⅳ 労働組合についての認識と実態    

１. 労働組合への加入状況 

全体では労働組合への加入は約３割にとどまる 

 

●全体では労働組合への加入は約３割（QR25）  
図表Ⅳ-1 労働組合への加入状況(性・年代・就業形態・業種・従業員規模別) 

  
（注 1）（ ）内は回答者数（Ｎ） 

（注 2）＜加入している＞＝「勤め先にある労働組合に加入している」＋「勤め先以外の労働組合に加入している」 

 

●勤め先に従業員組織がある人では６割弱が加入（QT30）  
図表Ⅳ-2 従業員組織の加入状況 (性・年代・就業形態・業種・従業員規模別) 

  
（注 1）（ ）内は回答者数（Ｎ） 

（注 2）従業員組織があると回答した人について集計 

（注 3）従業員組織とは労働組合以外の社員会・親睦会などの組織のこと 
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別
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性
・
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員
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模
別

従業員組織加入 従業員組織非加入

労働組合への加入状況につい

て、全体では＜加入している＞割

合は約３割（28.5%）となってい

る。 

年代別でみると、30 代の

34.8%が最も高く、次いで 20 代

の 31.8%となっている。 

性・就業形態別では男性正社員

が 35.9%と最も高くなっている。 

従業員規模別でみると、1,000

人以上で 51.3％と 99 人以下の

9.1%よりも 42.2%ポイント高く

なっている。 

勤め先に従業員組織がある場合、

全体では加入している割合は６割弱

(57.1%)。となっている。 

性別でみると、男性（61.9%）

の方が女性（47.4%)よりも

14.5％ポイント高い。 

年代別でみると、20 代の

66.7%が最も高く、次いで 30 代

の 58.8%となっている。 

性・就業形態別では男性正社員が

65.7%と最も高くなってる。 

従業員規模別では、99 人以下が

64.3％と最も高い。 
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２. 労働組合活動に対する認識 

全体では労働組合活動によって「労働条件がよくなる」「労働者の
権利が守られる」と認識している割合が約４割 

 

●全体では「労働条件がよくなる」「労働者の権利が守られる」との回答が約４割（QT20、

F1、F2、F4、QR25）  

図表Ⅳ-3 労働組合の活動が社会全体に与える影響 (性・就業形態・年代・労組加入別) (複数回答) 

（％） 

 
（注１）網掛け＝全体と比較して５％ポイント以上の差があるもの。 

（注２）下線＝各属性間の比較で５%ポイント以上の差があるもの。 
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失
業
者
が
減
る

税
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が
さ
が
る

経
済
活
動
が
活
発
に
な
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企
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の
倒
産
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が
か
か
る

労
働
条
件
が
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く
な
る

企
業
間

、
産
業
間
の
労
働
条
件
の
格
差

が
縮
小
す
る

労
働
者
の
権
利
が
守
ら
れ
る

男
女
の
雇
用
面
で
の
平
等
が
進
む

民
主
主
義
が
保
た
れ
る

そ
の
他

何
も
影
響
を
あ
た
え
な
い

全体(2000) 25.9 9.3 4.5 5.5 4.1 40.1 11.4 39.1 10.4 6.0 1.2 34.6

男性(1086) 22.7 10.6 4.8 6.2 4.5 38.4 12.5 37.3 7.9 5.3 1.3 35.3

女性(914) 29.6 7.7 4.0 4.7 3.5 42.0 10.1 41.1 13.3 6.8 1.0 33.8

20代(396) 26.8 8.6 6.6 8.6 6.6 31.6 9.8 28.0 8.1 6.1 1.0 43.2

30代(466) 22.5 9.0 5.8 6.2 3.4 37.8 11.4 34.8 8.6 6.0 1.5 36.9

40代(575) 26.4 7.3 3.8 4.0 4.3 39.0 11.7 36.3 10.3 5.0 1.2 35.3

50代(424) 26.7 12.3 2.6 4.2 2.8 48.8 11.3 51.7 13.9 7.3 1.2 25.7

60代前半(139) 30.2 10.8 2.2 4.3 1.4 49.6 15.1 57.6 12.9 5.8 0.0 26.6

男性正社員(897) 21.5 10.0 4.5 6.5 4.7 38.1 12.7 37.2 7.6 4.9 1.2 34.8

男性非正社員(189) 28.6 13.2 6.3 4.8 3.7 39.7 11.6 37.6 9.5 7.4 1.6 37.6

女性正社員(416) 28.1 8.2 4.8 5.0 4.8 42.1 10.8 40.9 12.7 7.0 1.0 34.1

女性非正社員(498) 30.9 7.2 3.4 4.4 2.4 42.0 9.4 41.4 13.9 6.6 1.0 33.5

労組加入(570) 31.9 11.2 6.5 7.2 5.3 38.9 13.5 38.8 13.0 6.3 0.5 29.5

労組非加入(1430) 23.5 8.5 3.6 4.8 3.6 40.5 10.6 39.2 9.4 5.9 1.4 36.6

性別

年代

労働組合への加入状況

性・就業形態別

全体では「労働条件がよくなる」と回答した割合が最も高く 40.1%、次いで「労働者

の権利が守られる」が 39.1%となっている。 

性別でみると、女性の 29.6%が「社会保障が充実する」と回答しており、男性の

22.7%より 6.9%ポイント高い。 

年代別でみると、50 代、60 代前半ではおよそ過半数が「労働条件がよくなる」（50

代 48.8%、60 代前半 49.6％）、「労働者の権利が守られる」（50 代 51.7%、60

代前半 57.6％）と回答している一方で、20 代では「労働条件がよくなる」

（31.6％）、「労働者の権利が守られる」（28.0％）は約３割にとどまる。 

労働組合への加入状況別では、労組加入の 31.9%が「社会保障が充実する」と回答し

ており、労組非加入の 23.5%より 8.4%ポイント高い。 
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●20 代で「福利厚生制度や職場環境が改善される」との回答は２割弱（QT21、F1、F2、

F4、QR25）  

図表Ⅳ-4 労働組合の活動が組合のある企業に与える影響(性・就業形態・年代・労組加入別) (複数回

答)                                                 （％） 

 
（注１）網掛け＝全体と比較して５％ポイント以上の差があるもの。 

（注２）下線＝各属性間の比較で５%ポイント以上の差があるもの。 
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全体(2000) 6.7 13.8 21.8 13.9 9.6 8.8 14.3 21.8 11.9 11.3 9.4 25.2 5.7 10.9 0.9 35.7

男性(1086) 6.8 12.4 19.6 14.5 11.0 9.1 14.6 23.0 9.8 10.3 8.2 23.9 5.9 8.8 0.9 36.1

女性(914) 6.5 15.4 24.3 13.1 7.9 8.3 13.9 20.4 14.3 12.4 10.8 26.6 5.5 13.3 0.9 35.2

20代(396) 8.8 14.1 18.7 13.6 8.3 10.6 11.4 21.2 10.9 11.6 9.3 18.9 6.3 6.8 1.0 42.7

30代(466) 9.9 17.2 21.2 14.8 9.7 7.9 14.4 22.3 13.1 11.6 8.6 22.7 6.9 10.1 1.1 35.2

40代(575) 5.4 12.7 20.5 12.9 7.7 7.0 14.1 21.7 11.8 9.7 7.3 23.3 3.3 10.4 0.7 37.7

50代(424) 4.5 12.0 27.6 13.4 11.6 9.0 15.6 22.6 11.3 11.1 11.8 33.7 6.1 14.6 1.2 28.3

60代前半(139) 1.4 11.5 19.4 17.3 14.4 12.9 19.4 19.4 12.2 15.8 13.7 32.4 8.6 15.8 0.0 31.7

男性正社員(897) 7.2 12.4 19.6 14.3 10.9 8.6 14.3 23.5 8.4 9.0 7.2 24.4 5.6 8.2 0.8 36.1

男性非正社員(189) 4.8 12.7 19.6 15.9 11.1 11.6 16.4 20.6 16.4 16.4 12.7 21.7 7.4 11.6 1.6 36.0

女性正社員(416) 8.7 14.4 26.9 13.5 7.7 12.7 13.9 24.3 11.1 10.6 11.5 26.0 5.5 13.5 0.5 35.1

女性非正社員(498) 4.6 16.3 22.1 12.9 8.0 4.6 13.9 17.1 17.1 13.9 10.2 27.1 5.4 13.3 1.2 35.3

労組加入(570) 9.5 16.7 21.9 14.9 11.1 11.1 13.9 21.9 10.9 10.4 10.5 28.6 7.4 9.6 0.4 33.0

労組非加入(1430) 5.5 12.7 21.7 13.5 9.0 7.8 14.5 21.7 12.2 11.6 9.0 23.8 5.0 11.4 1.1 36.8

年代

性別

性・就業形態別

労働組合への加入状況

全体では「何も影響をあたえない」と回答した割合が最も高く 35.7%、次いで「福利

厚生制度や職場環境が改善される」が 25.2%となっている。 

年代別でみると、5０代、60 代前半では約 3 割の人が「福利厚生制度や職場環境が改

善される」（50 代 33.7%、60 代前半 32.4％）と回答している一方で、20 代では

18.9%と２割弱にとどまる。 

性・就業形態別でみると、女性正社員の 26.9%が「経営に従業員の意見が反映され

る」と回答しており、全体より 5.1%ポイント高い。また、女性非正社員の 17.1%が

「パートなどの賃金があがる」と回答しており、全体より 5.2%ポイント高い。 

労働組合への加入状況別では、「何も影響をあたえない」（労組加入 33.0%、労組非

加入 36.8%）と回答した割合が最も高く、次いで「福利厚生制度や職場環境が改善され

る」（労組加入 28.6%、労組非加入 23.8%）となっている。 
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●20 代と 50 代および 60 代前半の間で労働組合の活動が組合員に与える影響について

の認識に差が見られる（QT22、F1、F2、F4、QR25）  

図表Ⅳ-5 労働組合の活動が組合員に与える影響(性・就業形態・年代・労組加入別) (複数回答)  

（％） 

 
（注１）網掛け＝全体と比較して５％ポイント以上の差があるもの。 

（注２）下線＝各属性間の比較で５%ポイント以上の差があるもの。 

  

n=

雇
用
が
安
定
す
る

賃
金
水
準
が
維
持
・
改
善
さ
れ
る

ボ
ー

ナ
ス
が
維
持
・
改
善
さ
れ
る

退
職
金
が
維
持
・
改
善
さ
れ
る

倒
産
時
な
ど
い
ざ
と
い
う
時
に
役
立
つ

経
営
に
関
す
る
情
報
が
入
手
で
き
る

有
給
休
暇
が
と
り
や
す
く
な
る

仕
事
の
負
荷
が
減
る

サ
ー

ビ
ス
残
業
が
少
な
く
な
る

不
公
正
な
労
働
条
件
格
差
が
少
な
く
な

る 組
合
員
の
働
き
ぶ
り
が
公
正
に
評
価
さ

れ
る

組
合
員
の
意
見
や
要
求
が
経
営
に
反
映

さ
れ
る

組
合
員
の
不
満
・
苦
情
を
経
営
側
に
伝

え
や
す
く
な
る

そ
の
他

何
も
影
響
を
あ
た
え
な
い

全体(2000) 25.4 29.9 21.9 11.0 8.0 6.7 17.3 7.9 14.3 16.9 7.9 11.3 15.1 1.0 34.8

男性全体(1086) 24.8 30.2 24.0 9.9 7.2 7.6 16.9 8.6 14.8 15.8 8.1 10.7 14.0 1.0 34.9

女性全体(914) 26.1 29.4 19.4 12.4 9.0 5.7 17.6 7.1 13.7 18.1 7.7 12.0 16.4 0.9 34.6

20代(396) 19.7 22.7 18.4 11.4 9.1 8.8 17.7 8.6 11.9 10.6 8.6 11.1 10.4 0.8 42.2

30代(466) 23.8 28.3 24.0 12.0 9.7 7.7 18.2 9.9 15.7 18.0 8.6 10.3 13.9 0.9 34.8

40代(575) 24.3 28.2 19.5 9.7 6.4 5.4 15.1 5.4 12.5 15.1 7.3 10.1 14.6 0.7 37.0

50代(424) 31.6 38.9 26.4 12.0 7.5 5.9 19.1 9.7 16.7 21.9 8.7 13.9 20.0 1.7 26.7

60代前半(139) 32.4 34.5 20.9 8.6 7.2 5.0 15.8 4.3 16.5 22.3 3.6 12.2 19.4 0.7 28.8

男性正社員(897) 23.6 30.5 25.0 10.1 7.1 7.7 16.3 8.5 13.6 15.9 8.5 10.1 13.3 0.9 34.8

男性非正社員(189) 30.2 28.6 19.6 8.5 7.4 6.9 20.1 9.0 20.6 15.3 6.3 13.2 17.5 1.6 35.4

女性正社員(416) 26.4 32.5 22.4 14.2 10.6 8.2 17.1 7.2 12.5 16.6 8.9 13.7 16.6 0.5 34.9

女性非正社員(498) 25.9 26.9 16.9 10.8 7.6 3.6 18.1 7.0 14.7 19.3 6.6 10.6 16.3 1.2 34.3

労組加入(570) 27.0 31.4 25.3 10.5 8.6 9.3 19.5 8.9 12.8 13.5 10.2 12.6 15.1 0.2 30.0

労組非加入(1430) 24.8 29.2 20.6 11.2 7.8 5.7 16.4 7.5 14.9 18.2 7.0 10.8 15.1 1.3 36.6

年代

性別

性・就業形態別

労働組合への加入状況

全体では「何も影響をあたえない」と回答した割合が最も高く 3４.8%、次いで「賃金

水準が維持・改善される」が 29.9%となっている。 

年代別でみると、「雇用が安定する」（20 代 19.7%、50 代 31.6％、60 代前半

32.4%）、「賃金水準が維持・改善される」（20 代 22.7%、50 代 38.9%）、「不

公正な労働条件格差が少なくなる」（20 代 10.6%、50 代 21.9%、60 代前半

22.3%）と回答した割合が、全体と比較すると 20 代では 5%ポイント以上低く、５０

代または６０代前半では 5%ポイント以上高い。 

性・就業形態別でみると、男性非正社員の 20.6%が「サービス残業が少なくなる」と

回答しており、全体より 6.3%ポイント高い。 

労働組合への加入状況別では、労組非加入の 36.6％が「何も影響をあたえない」と回

答しており、労組加入の 30.0%より 6.6%ポイント高い。 



35 

 

●60 代前半では、労働組合により「労使間で日本経済についての共通認識をもてる」と回

答した割合が他の年代よりも高い（QT23(1)(2)、F1、F2、F4、QR25）  

図表Ⅳ-6 労働組合と会社の関係および春闘について(性・就業形態・年代・労組加入別)（QT23(2)は複数

回答）                                          （％） 

 
（注１）網掛け＝全体と比較して５％ポイント以上の差があるもの。 

（注２）下線＝各属性間の比較で５%ポイント以上の差があるもの。 

  

n=

大
幅
に
組
合
が
会
社

に
譲
っ

て
い
る

ど
ち
ら
か
と
い
え

ば
、

組
合
が
会
社
に

譲
っ

て
い
る

ど
ち
ら
か
が
他
方
に

譲
っ

て
い
る
と
い
う

こ
と
は
な
い

ど
ち
ら
か
と
い
え

ば
、

会
社
が
組
合
に

譲
っ

て
い
る

大
幅
に
会
社
が
組
合

に
譲
っ

て
い
る

わ
か
ら
な
い

組
合
員
の
労
働
条
件

を
向
上
さ
せ
て
い
る

労
使
間
で
企
業
経
営

に
つ
い
て
の
共
通
認

識
を
も
て
る

労
使
間
で
産
業
動
向

に
つ
い
て
の
共
通
認

識
を
も
て
る

労
使
間
で
日
本
経
済

に
つ
い
て
の
共
通
認

識
を
も
て
る

労
働
組
合
の
な
い
企

業
の
労
働
条
件
の
向

上
に
役
立
っ

て
い
る

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

全体(2000) 9.3 17.8 18.1 5.8 1.5 47.7 16.4 15.0 11.0 5.6 2.5 0.9 60.6

男性(1086) 11.5 21.1 21.3 6.0 1.7 38.4 18.6 18.6 13.6 6.6 2.4 1.0 52.7

女性(914) 6.6 13.8 14.2 5.5 1.2 58.8 13.7 10.7 7.8 4.4 2.6 0.7 70.0

20代(396) 7.6 13.4 19.2 3.0 2.0 54.8 13.4 12.4 9.8 5.8 2.0 0.3 66.7

30代(466) 5.8 17.2 19.5 6.2 1.3 50.0 16.7 15.0 10.3 5.6 2.1 0.6 59.9

40代(575) 11.0 17.7 16.5 6.1 1.2 47.5 14.3 13.4 11.0 4.9 2.6 1.2 62.6

50代(424) 11.3 21.7 18.4 6.1 2.1 40.3 21.2 18.9 13.4 4.7 2.8 1.2 53.5

60代前半(139) 12.2 20.1 15.1 9.4 0.0 43.2 17.3 17.3 8.6 10.8 3.6 0.7 59.0

男性正社員(897) 11.9 22.3 22.1 5.9 1.7 36.1 19.3 19.8 14.6 6.7 1.3 1.1 50.4

男性非正社員(189) 9.5 15.3 17.5 6.3 2.1 49.2 15.3 12.7 9.0 6.3 7.4 0.5 63.5

女性正社員(416) 9.1 15.6 17.5 4.3 1.2 52.2 14.9 14.4 8.4 5.0 2.2 0.7 65.6

女性非正社員(498) 4.4 12.2 11.4 6.4 1.2 64.3 12.7 7.6 7.2 3.8 3.0 0.6 73.7

労組加入(570) 13.7 23.9 22.8 4.4 1.8 33.5 19.5 22.3 16.7 6.7 1.4 0.4 48.8

労組非加入(1430) 7.5 15.3 16.2 6.3 1.4 53.4 15.1 12.1 8.7 5.2 2.9 1.0 65.3

ＱＴ23(１)　労働組合と会社の関係について ＱＴ23(2)　春闘について

性・就業形態別

労働組合への加入状況

年代

性別

労働組合と会社の関係について、全体では「わからない」と回答した割合が最も高く

47.7%、次いで「どちらかが他方に譲っているということはない」が 18.1%。 

年代別でみると、5０代の 21.7%が「どちらかといえば、組合が会社に譲っている」

と回答しており、2０代の 13.4%より 8.3%ポイント高い。 

性・就業形態別では、女性非正社員の 11.4%が「どちらかが他方に譲っているという

ことはない」と回答しており、全体より 6.7%ポイント低い。 

春闘について、全体では「わからない」と回答した割合が最も高く 60.6%、次いで

「組合員の労働条件を向上させている」が 16.4%。 

年代別でみると、60 代前半で「労使間で日本経済についての共通認識をもてる」と回

答した割合が 10.8%で他の年代よりも高い。 

性・就業形態別では、女性非正社員の 7.6%が「労使間で企業経営についての共通認識

をもてる」と回答しており、全体より 7.4%ポイント低い。 
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●男性正社員と 60 代前半で「組合員だけでなく、勤労者全体の利害を反映している」と回

答した割合が全体より高い傾向（QT23(3)(4)、F1、F2、F4、QR25）  

図表Ⅳ-7 労働組合の政府の政策に対する影響および労働組合の政府に対する要求について(性・就業形

態・年代・労組加入別)                                                                   （％） 

 
（注１）網掛け＝全体と比較して５％ポイント以上の差があるもの。 

（注２）下線＝各属性間の比較で５%ポイント以上の差があるもの。 
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い
影
響
力
を
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っ
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程
度
影
響
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な
い
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く
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響
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い わ
か
ら
な
い

組
合
員
の
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害
し
か
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映
し
て
い
な
い

組
合
員
だ
け
で
な
く
、

勤
労
者
全
体
の
利
害
を

反
映
し
て
い
る

日
本
国
民
全
体
の
利
害

を
反
映
し
て
い
る

わ
か
ら
な
い

全体(2000) 2.4 18.1 22.6 9.8 47.3 14.6 19.5 4.2 61.8

男性(1086) 3.0 20.3 26.9 12.2 37.6 18.2 23.6 4.9 53.3

女性(914) 1.5 15.4 17.5 6.8 58.8 10.2 14.7 3.4 71.8

20代(396) 3.8 19.9 18.2 6.8 51.3 13.4 18.9 4.0 63.6

30代(466) 2.8 17.4 24.0 6.0 49.8 12.9 19.1 4.9 63.1

40代(575) 1.7 15.8 22.6 12.0 47.8 14.1 19.1 4.2 62.6

50代(424) 1.7 20.5 24.1 11.6 42.2 17.2 19.3 3.8 59.7

60代前半(139) 1.4 16.5 25.9 15.8 40.3 17.3 24.5 3.6 54.7

男性正社員(897) 3.2 20.7 26.9 12.5 36.7 17.8 24.9 5.0 52.3

男性非正社員(189) 2.1 18.0 27.0 11.1 41.8 20.1 17.5 4.2 58.2

女性正社員(416) 1.9 17.5 17.8 7.0 55.8 11.1 17.8 3.6 67.5

女性非正社員(498) 1.2 13.7 17.3 6.6 61.2 9.4 12.0 3.2 75.3

労組加入(570) 3.2 22.3 28.1 10.9 35.6 14.7 27.2 4.7 53.3

労組非加入(1430) 2.0 16.4 20.4 9.3 51.9 14.5 16.4 4.0 65.1

QT23(4)　労働組合の政府に対する要求について

性・就業形態別

労働組合への加入状況

ＱＴ23(3)　労働組合の政府の政策に対する影響

年代

性別

労働組合の政府の政策に対する影響について、全体では「わからない」と回答した割合

が最も高く 47.3%、次いで「あまり影響力はない」が 22.6%。 

性別でみると、男性の 26.9%が「あまり影響力はない」と回答しており、女性の

17.5%より 9.4%ポイント高い。 

年代別でみると、60 代前半の 15.8%が「まったく影響力はない」と回答おり、20

代の 6.8%より 9.0%ポイント、30 代の 6.0%より 9.8%ポイント高くなっている。 

労働組合の政府に対する要求について、全体では「わからない」と回答した割合が最も

高く 61.8%、次いで「組合員だけでなく、勤労者全体の利害を反映している」が

19.5%。 

年代別では、60 代前半の 24.5%が「組合員だけでなく、勤労者全体の利害を反映し

ている」と回答しており、全体より 5.0%ポイント高い。 

性・就業形態別では、男性正社員の 24.9%が「組合員だけでなく、勤労者全体の利害

を反映している」と回答しており、全体より 5.4%ポイント高い。 
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●労働組合加入のマイナス点について＜特に問題はない＞が４割強（QT24、F1、F2、F4、

QR25）  

図表Ⅳ-8 労働組合加入のマイナス点(性・就業形態・年代・労組加入別) (複数回答)       （％） 

 
（注１）網掛け＝全体と比較して５％ポイント以上の差があるもの。 

（注２）下線＝各属性間の比較で５%ポイント以上の差があるもの。 
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時
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が
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間
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く
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義
務
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責
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る

思
想
的
に
偏
り
が
あ
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み
ら
れ
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そ
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特
に
問
題
は
な
い

全体(2000) 14.4 27.2 26.0 13.2 8.1 11.5 9.2 0.8 42.4

男性(1086) 15.1 27.7 25.7 14.3 9.9 10.8 9.3 1.1 39.4

女性(914) 13.6 26.6 26.3 11.8 5.8 12.4 9.0 0.4 45.8

20代(396) 12.9 24.0 18.9 11.1 10.6 10.6 6.1 0.3 48.7

30代(466) 14.4 27.5 26.2 12.4 9.0 12.0 10.1 0.4 42.7

40代(575) 16.0 26.6 28.2 13.4 8.0 11.5 10.1 0.7 42.1

50代(424) 14.2 29.5 30.7 15.3 5.9 12.7 9.9 1.7 36.8

60代前半(139) 12.9 30.9 21.6 13.7 4.3 8.6 8.6 1.4 41.0

男性正社員(897) 15.6 27.9 26.6 14.3 10.0 10.5 8.7 0.8 39.5

男性非正社員(189) 12.7 27.0 21.2 14.3 9.5 12.2 12.2 2.6 39.2

女性正社員(416) 13.2 26.2 26.9 12.7 6.0 9.9 10.8 0.5 47.1

女性非正社員(498) 13.9 26.9 25.7 11.0 5.6 14.5 7.4 0.4 44.8

労組加入(570) 6.8 35.1 18.4 10.4 5.4 7.9 3.7 0.4 41.6

労組非加入(1430) 17.4 24.1 29.0 14.3 9.1 12.9 11.3 1.0 42.7

年代

性別

性・就業形態別

労働組合への加入状況

全体では「特に問題はない」と回答した割合が最も高く 42.4%、次いで「高い組合費

を負担しなければならない」が 27.2%となっている。 

性別でみると、男性全の 9.9%が「職場での人間関係がうまくいかなくなる」と回答し

ており、女性の 5.8%より 4.1%ポイント高い。 

年代別でみると、「組合活動に時間がとられる」と回答した割合が 20 代では 18.9%

と全体よりも 7.1%ポイント低く、50 代では 30.7%と全体よりも 4.7%ポイント高い。 

また、年齢が若くなるほど、「職場での人間関係がうまくいかなくなる」と回答する割合

が高くなっている。 

労働組合への加入状況別では、労組加入では「特に問題はない」と回答した割合が最も

高く 41.6%、次いで「高い組合費を負担しなければならない」が 35.1%となっている。

労組非加入では「特に問題はない」と回答した割合が最も高く 42.7%、次いで「組合活

動に時間がとられる」が 29.0%となっている。 
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●全体では約 5 割が「定期昇給の維持・賃上げ（ベースアップ）」を重視（QT27、F1、F2、

F4、QR25）  

図表Ⅳ-9 勤務先の労働組合の活動で重視して欲しい点(性・就業形態・年代・労組加入別) (複数回

答)                                                 （％） 

 
（注１）網掛け＝全体と比較して５％ポイント以上の差があるもの。 

（注２）下線＝各属性間の比較で５%ポイント以上の差があるもの。 
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用
の
安
定

定
期
昇
給
の
維
持
・
賃
上
げ
（

ベ
ー

ス
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ッ

プ
）

ボ
ー

ナ
ス
の
維
持
・
改
善

退
職
金
の
維
持
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改
善

福
利
厚
生
や
職
場
環
境
の
改
善

組
合
主
催
の
レ
ク
リ
エ
ー

シ
ョ

ン
活
動

の
充
実

労
働
時
間
短
縮
・
休
暇
制
度
の
充
実

男
女
の
雇
用
面
で
の
平
等
の
促
進

パ
ー

ト
な
ど
の
労
働
条
件
の
改
善

パ
ー

ト
な
ど
の
組
合
加
入
の
促
進

中
間
管
理
職
の
組
合
加
入
の
促
進

セ
ク
シ
ャ

ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
、

パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
防
止

人
事
考
課
の
公
正
さ
の
確
保

教
育
訓
練
機
会
の
充
実

退
職
後
の
再
雇
用
、

再
就
職
に
関
す
る

サ
ポ
ー

ト

仕
事
と
育
児
の
両
立
支
援
の
充
実

倒
産
な
ど
の
時
に
救
済
措
置
を
取
っ

て

く
れ
る
こ
と

不

満

・

苦

情

を

経

営

側

に

伝

え

る

こ

と ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
な
ど
社
会
貢
献
活
動
を

行
う
こ
と

政
治
活
動
の
充
実

経
営
に
対
す
る
提
言
活
動

そ
の
他

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

全体(2000) 38.3 49.8 35.8 22.9 32.6 3.6 17.9 8.1 12.1 4.1 2.4 13.8 13.0 5.5 7.5 10.1 8.6 10.9 1.2 0.4 2.5 0.4 10.2 15.4

男性(1086) 38.4 45.6 35.8 22.5 30.2 4.0 18.1 7.1 7.6 4.2 3.2 10.5 14.6 5.7 7.2 6.6 7.1 10.8 1.2 0.4 3.5 0.3 11.8 14.5

女性(914) 38.1 54.8 35.8 23.4 35.4 3.1 17.5 9.3 17.5 3.9 1.4 17.7 10.9 5.3 7.9 14.2 10.3 10.9 1.1 0.3 1.3 0.5 8.2 16.4

20代(396) 30.8 44.4 33.6 15.9 31.8 4.5 18.9 8.1 9.6 3.8 2.8 12.6 8.8 5.3 5.8 14.1 7.3 7.6 1.8 0.5 1.8 0.3 10.9 20.2

30代(466) 39.3 50.6 41.4 24.9 33.7 3.9 18.2 10.3 11.6 4.1 3.4 15.9 12.9 4.9 5.8 13.7 8.8 12.0 1.1 0.2 2.1 0.2 9.0 16.7

40代(575) 35.0 49.7 32.3 22.8 29.4 3.1 14.4 6.6 12.2 4.3 2.4 13.0 12.3 5.6 5.7 8.0 7.8 11.1 0.5 0.3 2.8 0.7 10.4 15.5

50代(424) 45.0 56.4 40.1 29.2 37.0 3.1 21.2 7.8 12.7 3.5 1.2 13.9 18.2 6.8 9.9 6.1 10.6 12.0 1.2 0.2 2.4 0.5 9.0 10.1

60代前半(139) 48.9 42.4 24.5 17.3 30.9 2.9 17.3 7.9 18.7 5.8 1.4 12.9 11.5 3.6 18.0 7.2 7.9 11.5 2.2 0.7 5.0 0.0 14.4 12.2

男性正社員(897) 36.3 46.0 39.0 25.0 31.4 4.2 19.0 7.0 5.4 3.3 3.7 9.9 15.6 5.9 6.6 7.1 7.1 10.1 1.1 0.4 3.5 0.2 11.8 13.9

男性非正社員(189) 48.1 43.4 20.6 10.6 24.3 2.6 14.3 7.4 18.0 8.5 1.1 13.2 10.1 4.8 10.1 4.2 6.9 13.8 1.6 0.0 3.7 0.5 11.6 16.9

女性正社員(416) 38.2 60.6 49.0 31.7 39.9 4.3 23.1 13.0 2.6 1.0 2.4 16.1 15.6 6.0 7.5 15.6 10.1 10.8 1.0 0.0 1.4 1.0 7.0 15.9

女性非正社員(498) 38.0 50.0 24.7 16.5 31.7 2.0 12.9 6.2 29.9 6.4 0.6 19.1 7.0 4.6 8.2 13.1 10.4 11.0 1.2 0.6 1.2 0.2 9.2 16.9

労組加入(570) 43.0 55.6 45.1 26.3 36.5 6.1 20.7 10.0 11.2 6.0 3.2 14.6 16.1 5.3 8.6 12.8 8.4 11.8 1.4 0.4 2.8 0.2 4.2 11.8

労組非加入(1430) 36.4 47.5 32.1 21.5 31.0 2.5 16.7 7.3 12.4 3.4 2.1 13.5 11.7 5.6 7.1 9.0 8.6 10.5 1.0 0.3 2.4 0.5 12.5 16.8

年代

性別

性・就業形態別

労働組合への加入状況

全体では「定期昇給の維持・賃上げ（ベースアップ）」と回答した割合が最も高く

49.8%、次いで「雇用の安定」が 38.3%となっている。 

年代別でみると、20 代から 50 代で「定期昇給の維持・賃上げ（ベースアップ）」と

回答した割合が最も高く（20 代 44.4%、30 代 50.6％、40 代 49.7%、50 代

56.4％）、60 代前半では雇用の安定と回答した割合が 48.9%と最も高い。また、６０

代前半では 18.7%が「パートなどの労働条件の改善」、18.0%が「退職後の再雇用、再

就職に関するサポート」と回答しており、それぞれ全体より 6.6%ポイント、10.5%ポ

イント高い。 

性・就業形態別にみると、女性正社員では 60.6%が「定期昇給の維持・賃上げ（ベー

スアップ）」、49.0%が「ボーナスの維持・改善」と回答しており、それぞれ男性正社

員より、14.6%ポイント、10%ポイント高い。また、女性非正社員の 29.9%が「パー

トなどの労働条件の改善」と回答しており、全体より 17.8%ポイント高い。 

労働組合への加入状況別でみると、労組加入では「定期昇給の維持・賃上げ（ベースア

ップ）」と回答した割合が最も高く 55.6%、次いで「ボーナスの維持・改善」が

45.1%となっている。労組非加入では「定期昇給の維持・賃上げ（ベースアップ）」と

回答した割合が最も高く 47.5%、次いで「雇用の安定」が 36.4%となっている。 
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●すべての属性で「両方とも重視すべき」が最も多い（QT25、F1、F2、F4、QR25）  

図表Ⅳ-10 労働組合が経営側に重視して要求すべきこと(性・就業形態・年代・労組加入別) 

  
（注）（ ）内は回答者数（Ｎ） 

 

●賃金改定の経過や賃金改定内容の説明が 4 割弱（QT28、F1、F2、F4、QR25）  

図表Ⅳ-11 勤め先の職場で行われていること (性・就業形態・年代・労組加入別) 

  
（注 1）（ ）内は回答者数（Ｎ） 

（注 2）＜ある＞＝「十分ある」＋「多少ある」、＜ない＞＝「ほとんどない」＋「全くない」 
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41.1
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43.5
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35.9

42.5
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49.6

40.6

43.0

47.8

41.4

40.6

43.0

22.2

18.3

25.4

23.1

27.1

28.0

23.4

22.8

16.3

16.5

26.8

19.5

13.4

38.8

26.8

19.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(2000)

男性正社員計(897)

男性非正社員計(189)

女性正社員計(416)

女性非正社員計(498)

２０代(396)

３０代(466)

４０代(575)

５０代(424)

６０代前半(139)

９９人以下(552)

１００～９９９人(553)

１，０００人以上(632)

わからない(263)

労組加入(570)

労組非加入(1430)

性
・
就
業
形
態
別

年
代
別

従
業
員
規
模
別

労
働
組
合

へ
の
加
入

状
況

雇用の確保を重視すべき 賃金の確保を重視すべき

両方とも重視すべき わからない

8.5

13.3

6.5

7.7

11.8

6.0

6.0

7.9

5.2

6.6

10.2

5.1

29.6

42.8

24.3

26.3

35.4

22.7

24.5

34.9

20.3

25.7

34.4

22.2

27.6

26.3

28.1

29.6

31.2

28.9

29.6

33.2

28.2

29.9

31.1

29.4

17.2

7.4

21.1

18.3

10.0

21.6

21.2

11.1

25.2

19.4

11.9

22.3

17.2

10.2

20.0

18.2

11.6

20.8

18.9

13.0

21.2

18.6

12.5

21.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（2000）

労組加入（570）

労組非加入（1430）

合計（2000）

労組加入（570）

労組非加入（1430）

合計（2000）

労組加入（570）

労組非加入（1430）

合計（2000）

労組加入（570）

労組非加入（1430）

賃
金
改
定
の
経

過
や
賃
金
改
定

内
容
の
説
明

職
場
環
境
や

安
全
衛
生
に
関

す
る
話
し
合
い

職
場
の
意
見
を

経
営
に
伝
え
る

機
会

人
事
考
課
に
つ

い
て
上
司
と
話

し
合
う
機
会

十分ある 多少ある ほとんどない 全くない わからない

<ある>

38.1

56.1

30.8

34.0

47.2

28.7

30.5

42.8

25.5

32.3

44.6

27.3

労働組合が経営側に重視して要

求すべきことについて、全ての属

性で「両方とも重視すべき」と回

答した割合が最も高く、50 代で

は５割強（52.4%）となってい

る。年代別でみると、20 代の

23.0%が「賃金の確保を重視す

べき」と回答しており、50 代の

11.3%より 11.7%ポイント高

い。60 代前半では 20.9%が

「雇用の確保を重視すべき」と回

答しており、他の年代よりも高

い。組合加入状況別では、労組非

加入の 20.3%が「賃金の確保を

重視すべき」と回答しており、労

組加入の 15.0%より 5.3%ポイ

ント高い。 

勤め先の職場で行われていること

について、全体では＜ある＞と回答

した割合が最も高いのは「賃金改定

の経過や賃金改定内容の説明」で

38.1%、次いで「職場環境や安全

衛生に関する話し合い」が 34.0%

となっている。 

労組加入状況別でみると、「賃金

改定の経過や賃金改定内容の説明」

が＜ある＞と回答した割合は、労組

加入では 56.1%、労組非加入では

30.8%。また「職場環境や安全衛

生に関する話し合い」が＜ある＞と

回答した割合は、労組加入では

47.2%、労組非加入では 28.7%。 
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２. 労働者の権利として定められている法律の認知 

全体では「労働組合を作ること」と回答した割合は 3 割強にとどま
る 

 

●全体では「労働組合をつくること」と回答した割合は 3 割強にとどまる（QT26、F1、F2、

F4、QR25）  
図表Ⅳ-12 労働者の権利として定められている法律の認知(性・就業形態・年代・労組加入別) (複数回

答)                                                （％） 

 
（注１）網掛け＝全体と比較して５％ポイント以上の差があるもの。 

（注２）下線＝各属性間の比較で５%ポイント以上の差があるもの。 

n=

労
働
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を
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に
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で
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児
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業
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こ
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定
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引
き
続
き
働
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要
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き
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こ
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残
業
し
た
場
合
に
賃
金
の
割
増
を
要
求

で
き
る
こ
と

セ
ク
ハ
ラ
に
対
し
て
損
害
賠
償
を
請
求

す
る
こ
と

国
で
決
め
ら
れ
た
最
低
賃
金
以
上
の
賃

金
を
も
ら
え
る
こ
と

年
間
最
低
1

0

日
の
有
給
休
暇
を
要
求

で
き
る
こ
と

会
社
が
倒
産
し
て
も
未
払
い
分
給
与
を

請
求
で
き
る
こ
と

わ
か
ら
な
い

全体(2000) 35.8 25.1 21.8 37.9 28.3 37.5 33.3 28.3 31.1

男性(1086) 42.2 25.0 22.8 39.0 27.0 37.1 33.2 27.5 29.1

女性(914) 28.1 25.1 20.5 36.4 29.8 38.0 33.3 29.2 33.5

20代(396) 32.3 26.8 20.2 31.3 27.5 33.6 30.6 26.3 35.9

30代(466) 32.6 26.6 19.7 35.6 29.0 34.3 32.4 23.6 30.7

40代(575) 35.3 20.9 18.4 35.5 25.4 33.6 32.9 26.1 35.0

50代(424) 39.4 27.4 28.8 47.9 32.3 48.8 37.3 35.6 24.1

60代前半(139) 46.8 25.2 25.2 43.2 27.3 41.0 33.1 36.7 24.5

男性正社員(897) 43.0 25.6 23.4 39.8 27.1 37.5 33.3 25.9 28.3

男性非正社員(189) 38.1 22.2 20.1 35.4 26.5 35.4 32.8 35.4 32.8

女性正社員(416) 32.0 29.1 25.7 38.2 30.8 36.3 35.6 29.8 30.8

女性非正社員(498) 24.9 21.7 16.1 34.9 28.9 39.4 31.3 28.7 35.7

労組加入(570) 41.2 28.6 25.6 41.4 30.7 39.8 34.7 27.4 22.1

労組非加入(1430) 33.6 23.6 20.2 36.4 27.3 36.6 32.7 28.7 34.7

年代

性別

性・就業形態別

労働組合への加入状況

全体では「残業した場合に賃金の割増を要求できること」と回答した割合が最も高く３

７.9%、次いで「国で決められた最低賃金以上の賃金をもらえること」が 37.5%。 

年代別でみると、50 代の 48.8%が「国で決められた最低賃金以上の賃金をもらえる

こと」と回答しており、全体より 11.3%ポイント高い。60 代前半では 46.8%が「労働

組合を作ること」と回答しており、全体より 11.0%ポイント高い。また、年齢が若くな

るほど、「労働組合を作ること」と回答する割合が低くなっており、全体では 3 割強

（35.8%）にとどまる。 

20 代では 31.3%が「残業した場合に賃金の割増を要求できること」と回答してお

り、全体より 6.6%ポイント低い 

性・就業形態別でみると、男性正社員 43.0%が「労働組合を作ること」と回答してお

り、全体の 35.8%よりも 7.2%ポイント、女性非正社員の 24.9%よりも 18.1%ポイン

ト高い。男性非正社員では 35.4%が「会社が倒産しても未払い分給与を請求できるこ

と」と回答した割合が他の属性よりも高く、全体の 28.3%よりも 7.1%ポイント高い。 
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Ⅴ 2022 年参議院選挙における投票行動と支持政党  

1．2022 年参議院選挙における投票行動（首都圏・関西圏） 

投票割合は自由民主党が 15％前後、立憲民主党は５％超 

●選挙区、比例代表ともに投票割合が高いのは自由民主党（QT32） 

図表Ⅴ-１ 2022 年参議院選挙の投票行動 

（選挙区・比例代表、首都圏・関西圏） 

 
（注１）（ ）内は、回答者数（Ｎ） 

（注２）「選挙区」は選挙区で投票した候補者が所属する政党をたずねたものであり、「比例代表」は比例代表で投票した

政党、または候補者が所属する政党である（以下同様） 

（注３）図表中の「棄権」および「投票したか不明」については、選挙区と比例代表を別にたずねたのではなく、一括で

たずねた結果である（詳細は QT32 の質問文を参照のこと） 

 

●棄権した割合が減少（QT31）  

図表Ⅴ-２ 2022 年参議院選挙の投票の状況 

  
(注) 各回の調査には、「その他・わからない」の回答があるため、合計が 100％にならない 
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投票日当日に投票 期日前投票・不在者投票 棄権

2022年７月に実施された参議院

選挙の投票行動をみると、選挙区、

比例代表ともに最も投票割合が高か

った政党は自由民主党であった（選

挙区：16.4%、比例代表

13.7%）。次いで多い順に日本維新

の会（9.5％、10.1％）、立憲民主

党（5.6％、5.3％）であった。 

 関西圏では、日本維新の会に投票

した割合が高かった（選挙区：

15.9%、比例代表：15.6%） 

今回と 2019年 10 月調査を比

較すると、投票日当日に投票をし

たという割合は 41.4％と微増、

期日前投票・不在者投票をした割

合は 22.8%で、2019年調査と

同程度であった。また、棄権した

割合は 24.6％と、2019 年調査

と比較して 6ポイント減少した。 
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●投票に行かなかった理由として、「選挙にあまり関心がなかったから」が 20代で 4割超（QT35） 

図表Ⅴ-３ 投票に行かなかった理由（複数回答）        （％） 

 
（注１）（ ）内は、回答者数（Ｎ） 

（注２）QT31 で「棄権した」と回答した人について集計 

 

●投票した理由として、消極的な理由により選択された政党が多い（QT32、QT33） 

図表Ⅴ-４ 投票した理由 

 
（注）（ ）内は、回答者数（Ｎ） 
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先

労
働
組
合
へ
の
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入
状
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その党を支持するから その党がほかの党よりましだから わからない

投票に行かなかった理由として、

「選挙にあまり関心がなかったか

ら」と答えた割合がいずれの年代で

も高く、20代前半は 41.0%と特

に高かった。 

次いで多かった回答は「適当な候

補者も政党もなかったから」で、

50代では同率１位であった。20

代の 2位は「仕事があったから」

（15.4%）であった。 

比例代表において投票した理由

としては、「その党を支持するか

ら」の回答率が高い公明党

（59.3%）などを除く多くの政党

において、「その党がほかの党よ

りましだから」が６割以上であっ

た。 

また、「その党を支持するか

ら」の割合は、労働組合に加入し

ている人（40.7％）の方が、加入

していない人（31.1％）より高か

った。 
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●投票決定要素として、党の政策や活動が最も重視されている（QT32、QT34） 

図表Ⅴ-５ 投票することに決めた一番大きな要素 

  
（注）（ ）内は、回答者数（Ｎ） 

 

２. 政党支持の状況 

「答えたくない」「わからない」が過半数 

●首都圏・関西圏合計の政党支持では自由民主党が 17.9％で最も高い（QT35） 

図表Ⅴ-６ 政党支持の状況 

（地域、性、年齢、就業形態別） 

 

(注)（ ）内は、回答者数(N) 
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関西圏（675） 15.0 17.5 1.8 2.8 2.1 2.1 1.9 0.9 0.0 0.9 1.2 3.1 23.3 27.6
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40代（575） 14.6 10.6 1.9 2.8 2.4 1.7 2.4 1.2 0.2 1.4 1.4 2.6 27.7 29.0

50代（424） 19.3 14.4 4.0 4.0 1.9 1.7 2.8 0.9 0.5 0.7 2.1 1.7 23.6 22.4

60代前半（139） 28.1 7.9 7.9 2.9 3.6 0.7 0.7 0.0 0.0 0.0 0.7 2.2 20.1 25.2

正社員計（1313） 19.0 11.3 3.7 2.4 2.1 3.5 2.8 0.8 0.2 1.2 1.8 2.6 23.8 24.8
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地域

性別

年齢

比例代表投票先について、投票す

ることに決めた一番大きな要素とし

ては、「その党の政策や活動」とさ

れる政党が多かった。「その党の人

物」は国民民主党（25.0%）、れい

わ新撰組（21.2%）、立憲民主党

（21.0％）などにおいて多かっ

た。 

労働組合に加入している人の方

が、加入していない人より、「その

党の政策や活動」と「その党の人

物」の割合が高く、「とくにない」

と「わからない」が少なかった。 

政党支持については、「答えたく

ない」（26.3%）､「わからない」

（26.2%）の順に多く、これらの

回答は性別では女性、就業形態では

非正社員に多い。また、首都圏では

「わからない」、関西圏では「答え

たくない」が第１位となった。 

政党では、自民党の支持割合が最

も高いが、男女の差が大きく（男性

21.6%、女性 11.8%）、また正社

員と非正社員の差が大きい（正社員

19.0%、非正社員 13.7%）。な

お、関西圏では日本維新の会の支持

割合が最も高い。 

 


